
 

 
 
 
 
 

働く者の健康セミナー・札幌 
 

（全国労働安全衛生センター第22回総会） 
 

     日時 2011年11月26日（土）14：00-17：00 

     場所 ロイトン札幌2階ハイネスホール A・B 

     参加費 セミナー参加費 1,000円 

 

セミナー① アスベスト 

セミナー② メンタルヘルス・ハラスメント 

 
 

 

 

主催 

全国労働安全衛生センター連絡会議 

NPO 北海道勤労者安全衛生センター 

北海道医療生協札幌緑愛病院職業病センター 

 

■懇親会 

日時  2011年11月26日（土）18：00-19：30 

場所  ロイトン札幌（http://www.daiwaresort.co.jp/royton/） 

  1階キャッスル（立食形式） 

会費  5,000円 
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人類史上最悪の産業災害とも言われるアスベスト被害の、北海道及び全国の現状と

課題、健康被害の補償・救済をはじめとしたアスベスト対策の最新動向に加えて、東日

本大震災におけるアスベスト問題も取り上げます。 

 

＜アスベストによる病気＞（60分） 

  あいさつ：本田哲史医師（札幌緑愛病院職業病センター所長） 

  「中皮腫の診断をめぐる現状と課題」【資料pp5-6】 

   石川雄一さん（がん研究会がん研究所病理部長） 

  「石綿肺がんの認定基準をめぐって」【資料pp7-13】 

   細川誉至雄さん（勤医協札幌病院副院長） 

  質疑応答/意見交換 

 

＜患者・家族の取り組み＞（60分） 

 一宮美恵子さん（中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会北海道支部）【資料

pp14-16】 

 藤本明さん（北海道建設アスベスト訴訟原告弁護団団長）【資料pp17-21】 

 西山和宏さん（ひょうご労働安全衛生センター）【資料pp22-30】 

  質疑応答/意見交換 

 

 休憩（10 分） 

 

＜これからの取り組み＞（50分） 

  「東日本大震災の経験から学ぶこと」【資料pp31-43】 

   飯田勝泰（東京労働安全衛生センター事務局長） 

  「アスベスト問題をめぐる課題とこれからの取り組み」【資料pp44-48】 

   古谷杉郎（全国労働安全衛生センター連絡会議事務局長） 

  討論 

セミナー①  アスベスト 
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いま職場でもっともホットな話題のひとつ、メンタルヘルス・ハラスメント、具体的な相

談に第一線で対応している担当者の経験から、精神障害等の労災認定基準の改正を

含めた行政の最新動向、今後の職場での取り組みや対策のあり方まで取り上げます。 

 

＜職場における予防対策を考える＞ 

  「労働組合に期待すること」（30分）【資料pp49-58】 

   天明佳臣さん（全国労働安全衛生センター連絡会議議長、医師） 

  「労働組合で取り組んでいること」（30分） 

  松浦俊一さん（北海道勤労者安全衛生センター事務局長） 

 質疑応答/意見交換（30 分） 

 

 休憩（10 分） 

 

 ＜相談解決事例から見えてくるもの＞ 

 「個人加入労組の相談事例から」（20 分）【資料 pp59-68】 

  千葉茂さん（いじめ・メンタルヘルス労働者支援センター代表） 

  「行政のあっせん事例から」（20分）【資料pp69-74】 

   内山仁さん（東京都労働相談情報センター） 

  「労災認定における長時間労働の位置」（20分）【資料pp75-111】 

  川本浩之さん（全国安全センター メンタルヘルス・ハラスメント対策局） 

 質疑応答/意見交換（20 分） 

 

セミナー② メンタルヘルス・ハラスメント 
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■全国安全センター第22回総会 
 

日時  2011年11月27日（土） 09：00-12：00 

場所  ロイトン札幌 2階ハイネスホール A 

参加費 無料 

次第  １． 開会挨拶：天明佳臣・全国安全センター議長 

 ２．歓迎挨拶：熊沢裕幸・北海道勤労者安全衛生センター理事長 

  ３．地元に学ぶ①－北海道勤労者安全衛生センター 

  ４．地元に学ぶ②－札幌緑愛病院職業病センター 

 ５．経度脳損傷（MBI）友の会・労災再発裁判原告 白浜貴久美さんからの訴え【資料

pp112-117】 

  ６．「原発事故に伴う放射線被ばく労働問題の取り組み」【資料pp118-125】 

   中地重晴・熊本学園大学教授 

  ７．「補足：全国安全センターの関係行政機関交渉について」【資料pp126-130】 

   飯田勝泰・東京労働安全衛生センター事務局長 

  ８．第22回総会議案の討議・採択【安全センター情報9月号63-70頁参照） 

   提起：古谷杉郎・全国安全センター事務局長 

   要確認事項①－厚生労働省交渉 

   要確認事項②－全国一斉ホットライン 

   要確認事項③－次期総会 

   その他 

  閉会 

 ■参考 

○全国労働安全衛生センター連絡会議 joshrc@jca.apc.org 

〒136-0071 東京都江東区亀戸7-10-1 Zビル5F  TEL（03）3636-3882／FAX（03）3636-3881 

E-mail： banjan@au.wakwak.com URL： http://park3.wakwak.com/~banjan/  

http://ameblo.jp/joshrc/ http://www.joshrc.org/~open/（情報公開推進局） 

○NPO 北海道勤労者安全衛生センター http://www.hokkaido-osh.org/ 

○札幌緑愛病院職業病センター http://www.ryokuai.com/medical/medical-shokugyo.html 

○中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会 http://www.chuuhishu-family.net/blog/index.shtml 

○いじめ・メンタルヘルス労働者支援センター（ＩＭＣ） http://ijimemental.web.fc2.com/ 

http://ijimemakenai.blog84.fc2.com/ http://d.hatena.ne.jp/yokito5656/ 
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The JFCR Cancer Institute

石川雄一

(公財)がん研究会がん研究所 病理部

全国安全センター総会 2011年11月26日 札幌ロイトンホテル

中皮腫の病理診断をめぐる現状と課題

内容

１．中央環境審議会石綿健康被害判定小委員会
２．公害被害不服審査会
３．「架空の検査」事件

The JFCR Cancer Institute

石綿による健康被害の救済に関する法律に基づく医学的判定の

状況などについて

The JFCR Cancer Institute

石綿による健康被害の救済に関する法律に基づく医学的判定の

状況などについて

The JFCR Cancer Institute

石綿による健康被害の救済に関する法律に基づく医学的判定の

状況などについて

The JFCR Cancer Institute

n 1日に分科会2回分の申請を審査する。 約60-100件を5時から9時過ぎまで審査。
病理医は、3時から9時過ぎまで。

→ 過労状態であり、頭がボーッとしている。

n 当初（5年前）は、学会や論文での審査のように、厳密に中皮腫である証拠を求め
ようとした。近年は、事務局（環境省石綿室、環境再生保全機構）の意向（「できる
だけ救済して下さい」）を受けて、学会発表などでは通らないと考えられる例も認定
されている。

n 中皮腫の専門家のほとんどが、判定小委員会（中環審臨時委員）および分科会
（中環審専門委員）に参加しており、不服審査会は、いわば（石綿疾患の）素人と法
律家とから成っている。

→ これまでの不服審査会のメンバーでは、審査の内容をよく理解できているとは
思えない。TB, melanoma, 肺内アスベスト量180本/g の肺癌、等が原処分取り消し
などになっている。

n 参考：公害健康被害補償不服審査会

審査長 加藤抱一（国立がん中央呼吸器外科）、

審査員 桝井成夫（読売新聞論説委員）、

審査員町田和子（国立療養所東京病院）

中環審石綿健康被害判定小委員会、不服審査会の実情、問題点など

The JFCR Cancer Institute

- 5 -



The JFCR Cancer Institute

n 救済の2側面：

(1) 救済の対象疾患（中皮腫）であるかどうか、

(2) 社会的に救済されるべき度合いが高いか（非常に気の毒か）

n 中環審の判定小委は、気の毒かどうかを判定することはできない。

n 判定小委の今後のあり方の可能性：

中皮である確度を、段階別に判定するのがよいと考える。

A: まず確実に中皮腫である（definite）

B: 多分中皮腫である（probable）

C: 中皮腫の可能性があるが、証拠不十分（五分五分、possible ）

D: おそらく中皮腫ではない（probably not）

E: まず確実に中皮腫でない（definitely not）

医学的判定と社会的判定を独立させたら？

The JFCR Cancer Institute

今回の「架空の検査」事件について

「本件事案には、医学的な判定における自由な心証形成と、それが主観に流れな
いための厳しい論証のあり方について、参考になる点が多々あるように思われる。

この心証形成と論証のあり方を定めているのが、第２の２の「争点」の後段で触れ
た「留意事項」であろう。つまり、専門医は、腫瘍の形態、病理学的特徴を診つつ、自
由に心証を形成する。しかし、一方で、「留意事項」の勧める各種抗体を用いて確認、
つまり論証しなければならない。こうした論証を厳格に行うこと、すなわち、「留意事
項」のいう「それぞれ２抗体以上、確認すること」が、診断の「確からしさ」を担保する
ために必須なのである。

本事案の場合、処分庁側の医学的心証は、中皮腫よりもメラノーマ系の悪性腫瘍
に大きく傾いたと思われるが、その論証が不十分であった。それを補完するため、架
空の「WT-1陰性」が登場し、カルレチニンの評価が不自然に変遷したのではないか。

そうだとすれば、診断の「確からしさ」を、判定する側が自ら壊したことになる。

本事案は、医学的判定の信用性を傷つける前例のないものである。処分庁側には
真摯な反省が求められる。」
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石綿肺がんの認定基準をめぐって
ー石綿肺がんの救済の現状と課題ー

2011年１1月26日

勤医協札幌病院
細川誉至雄

石綿肺がんの特徴と補償・救済

• 石綿高濃度での曝露により長い潜伏期間を経て発
症、しかし低濃度の程度については不明

• 臨床的には一般肺癌との違いはない

• WHOでは肺がんの５～７％が石綿が原因と推定

• 喫煙との相乗作用がある

• 労災補償や救済の対象は一般肺癌発生リスクの2
倍、25線維/ml×年の曝露者

• 補償・救済数は中皮腫死亡数の約２倍程度と推定（
年間約2000人）

石綿粉じんの曝露量、潜伏期間及び
合併症（H.Bohlig,1975）

石
綿
曝
露 肺ガン
量 石綿肺 （他臓器ガン）

胸 膜斑 石灰化
硝 子化 悪性中皮種

図２　石綿粉じんの曝露量、潜伏期間および合併症
　　　（H. Bohlig　による、1975）      

10 20 30 40　　　　年　

石綿粉じんの曝露量と潜伏期間
（Bohlig 1975を改変、環境再生保全機構）

10 20 30 40 50

潜伏期間（年）

高

低

石
綿
曝
露
量

石綿肺 肺がん

胸膜
プラーク

中皮腫

喫煙と石綿曝露による
肺がん死亡の相対危険度
（Hammond＆Selikoff 1979）

石綿曝露 喫煙 死亡比率

（－） （－） １

（＋） （－） 5.2

（－） （＋） 10.9

（＋） （＋） 53.2

日本の石綿輸入量と中皮腫死亡数の推移
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石綿消費量と中皮腫死亡将来予測
村山ら（2002,2006）

中皮腫死亡数と肺癌、中皮腫労災認
定数の推移（1001～2010年）

中皮腫死亡数と肺癌、中皮腫の労災認定数の推移
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肺がん 中皮腫 中皮腫死亡数

クボタ・ショック
（2005.6.29）

石綿救済法による
肺がん、中皮腫の認定状況

平成18年（3月～平成23年10月27日現在）

肺がん 中皮腫

判定件数 1317 3614

認定件数 688        3010

不認定件数 490      397

全肺がんに対する石綿肺がんの割合
と認定率（2008年度）

0.7627労災＋救済（療養者）〔認定数〕

53.61.31,1703.中皮腫死亡数と同数

26.82.62,3402.中皮腫死亡数の2倍

6.9109,0241.肺癌罹患数の10%

認定率(%)石綿肺がん（仮定）

7466,849死亡数

10090,246罹患数（推定値）

％総数(人）

その他に公務員補償制度、旧３公社（国鉄、専売、電々）、船員保険等 年間30人前後？

ヘルシンキ・クライテリア(1997)
疫学指標：肺がん発生リスクが２倍になる累積石綿曝露レベル（25本/ml・年）

１～４のいずれか

１．石綿肺（臨床的、HRCTを含む画像、または組織学的診断された）
２．①乾燥肺重量1g当り（いづれか）

石綿小体≧5000本～15000本
アンフィボール繊維（>5μm）200万本以上
アンフィボール繊維（>1μm）500万本以上

②気管支肺胞洗浄液1ml中石綿小体5-15本
３．25繊維/ml-年以上のアスベストの推定累積曝露
４．≧1年の高濃度曝露（石綿製品製造、吹付け、石綿材使用保温作

業、古い建築物解体等）
≧5-10年の中等度曝露（建築や造船等）
曝露が著しく高度の場合は＜1年でも可

及び初回曝露から10年以上経過

石綿関連肺癌の労災新認定基準
（肺癌の発症リスクを2倍以上にする石綿曝露量の医学的指標）

（平成18年2月9日改正）

第１型以上の石綿肺

胸膜プラーク

石綿小体又は石綿線維 石綿曝露作業10年以上

石綿曝露作業10年以上

＋

＋

石綿曝露作への従事期間が10年に満たない事案であっても

石綿小体又は石綿線維が一定量以上認められたものは認定、
医学的所見が得られているものについては本省協議

業
務
上
の
疾
病
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石綿肺がんの労災新認定基準
2006年2月9日改定（3月27日施行）

次の1～4のいずれかに該当する場合

１．第１型以上の石綿肺（じん肺法に定める胸部X線写真で）
２．胸膜プラーク（肥厚斑）＋10年以上の石綿曝露作業歴
３．肺内石綿小体または石綿線維（本数等の基準なし）+

10年以上の石綿曝露作業歴
４．①乾燥肺重量1g当り

石綿小体が5000本以上、
又は石綿繊維（5μm超）200万本以上
又は石綿繊維（1μm超）500万本以上

②気管支肺胞洗浄液1ml中5本以上のアスベスト小体
（補足）①または②であれば石綿曝露作業歴が10年未満でも可.

＊石綿曝露作業歴が10年に満たず、２または3の医学的所見があるも
のは本省協議

石綿肺がんの救済法における認定基準

１または２

１．第１型以上の石綿肺（じん肺法に定める胸
部X線写真で）

（CTでも確認できること）＋胸膜プラーク

２．労災認定基準の４.①または②

石綿繊維

• 電子顕微鏡で計測、繊維の種類も判定でき
る（青石綿、茶石綿、白石綿など）

• ヘルシンキクライテリアでは肺がんの発症リ
スクを2倍にする石綿曝露レベルとして25本
/ml・年を提唱

• 高額でしかも特殊な施設でしか測定できない
（北海道では測定できない）

石綿（アスベスト）小体

• 吸引されたアスベスト線維の大部分は気道に付着し排
出されるが一部肺胞にまで到達。

• 一部はマクロファージに貪食され鉄蛋白に包まれ鉄ア
レイ状、棒状の形（石綿小体）となって光学顕微鏡で観
察できるようになる。

• 北海道では現時点で測定は北海道中央労災病院のみ

肺組織中の石綿小体濃度による石綿
曝露レベルの評価（神山）

肺組織中の石綿小体濃度 石綿曝露レベル

[石綿小体数AB/g(乾燥肺)]

＜1000 一般人レベル

1000～5000 一般人より明らかに

高いレベル

＞5000 職業性曝露があった

と推定できる

喫煙と肺がんの関係

がんの統計2005年度版（財団法人がん研究振興財団発行）より

■ 喫煙によるがん罹患の人口寄与割合

肺がん
男性

女性

吸わない やめた 吸う
25.0％ 23.0％ 52.0％

9％

59％2.2倍

4.5倍

1.0倍

68％

吸わない
93.0％

やめた 吸う
1.0％ 6.0％

2％
3.7倍

16％
4.2倍

18％

1.0倍

祖父江ら（2002）のコホート

研究
喫煙が肺がん原因として男
性68％、女性18％
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喫煙率の推移

（資料）健康ネットHP：厚生労働省の最新たばこ情報（日本専売公社、日本たばこ産業株式会社による調査より）

■ 性別・年代別喫煙率の推移

0
1965

20

60

80

100

40

10

50

70

90

30

（％）

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

男性

女性

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

75歳 男性
空調設備のダクト作成、補修

31年間

CTと胸腔鏡所見 右上葉肺割面と
末梢肺組織像

病理組織とアスベスト小体

アスベスト小体 116,639本/g

腺癌 野口type C

53歳男性
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胸部CT画像
切除肺の肉眼像
と病理組織

AB 791本/gdw

偶然CTで発見された石綿肺癌だが支給額が

生活保護以下になるため患者が申請を拒否

• 70歳 男性

• 主訴：胸部異常影

• 現病歴：内科通院中、肝機能異常で偶然胸
部CTを撮り胸部異常影を指摘。胸膜プラーク、

あり石綿肺癌が疑われ紹介。

• 職歴：とび職（アスベスト解体作業）

• 喫煙歴：

アスベスト小体数 9,181本/g乾燥肺

労災申請を勧めるが保留→生保より収入が減る、
手続きが面倒で自分ではできない→医療事務も十分説明できず

85歳 男性 汽缶士 21歳、２５~３５歳

呼吸器内科専門医も肺線維症として経過観察
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石綿曝露歴がある肺癌、しかし画像
で胸膜プラークを認めない

• 76歳 男性

• 主訴：肺癌

• 現病歴：振動病で近医通院中、2009年3月の
定期検査の胸部X-pで異常影を指摘。10月
の胸部写真で増大したため精査し肺癌の診
断。石綿曝露歴あり労災についての相談目
的で11月に当院へ紹介される。

• 喫煙歴：過去喫煙

• 職業：建設業（アスベスト曝露あり）

術中胸腔鏡で胸膜プラークを確認 切除肺の肉眼像と病理組織

石綿小体1,839本/g（乾燥肺） 蜂窩肺

右下葉肺
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肺癌の認定基準を満たした症例の
石綿肺及び「医学的所見」の検証

全国18労災病院で石綿肺癌と診断された152例（2000～08年）

34%

62％

4%

石綿肺がんの認定基準を満たし
た120例の考察（2003年、岸本ら）

• 労災認定を受けた患者は10例（8.3％）

• 労災を受けていない理由

１．医師が労災法などを理解していない

２．職業歴の確認が不十分

３．石綿肺を肺線維症と診断

４．造船所労働者などは間接曝露に

気づいていない
Kishimoto T et al: Clinical study of  asbestos-related lung cancer. Ind Health 

41:94-100,2003

「隙間ない救済」の検証と
石綿健康被害対策見直しの課題

石綿健康被害救済小委員会（環境省）

• 石綿肺がんは中皮腫死亡の2倍と仮定

• 1995年～2009年までの検証結果

• 中皮腫の救済率56.8％（22.0～89.1%）

• 石綿肺がんの救済率9.3％（2.5～15.8％）

日本での肺がん手術数の推移（2008）
Ryuzo Sakata,MD et alGen Thorac CardiovascSurg(2010)58:356-353

27,881例
（全肺癌の約３０％）

まとめ

• クボタ・ショック以降も肺がんの労災認定数は
横ばい、救済法では申請も認定数も少ない。

• 認定率は年間全肺がんの約0.7%である。

• 救済されるべき石綿肺がん数を中皮腫死亡
数の2倍、同数と仮定しても救済率は26.8%、
53.6％であった。

• 今後認定基準の見直しが必要と考えるが、
現時点では患者や医療者側への啓蒙が特に
重要である。
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       「患者と家族の会、北海道支部」の取り組み 
  

「患者と家族の会、北海道支部」を立ち上げるきっかけは、５年前のクボタショックで

地元の新聞やテレビでもアスベスト被害は大きく報じられるようになりました。 

石綿対策連の役員をしていた北星学園大学準教授の大島先生とは報道の方をとおして

会うことができました。 

大島先生の研究室を事務局にしていただき平成１７年１０月に準備会を名取先生、片岡

さん、カメラマンの今井さん、同じ被害にあった遺族の大森さんに来ていただき講演会

と医療、労災相談会を開く事ができました。 

 

 ２度の準備会を経て１８年４月に設立する事ができました。 

３、６、９、１２月の年に４回「患者と家族の会、分かち合いの集い」を毎回、片岡さ

んに来ていただき「医療、労災相談」と合わせて会を開いています。 

３月は「ひな祭り」という事で桜もちをいただきながら交流をし、６月には朝取りアス

パラを参加者でわいわい言いながら楽しく分け合って過ごしています。 

９月はホテルかレストランで昼食会をしています。 

 

 平成２０年からは大谷さん高木さんに世話人をしていただいております。 

年に４回の集いの案内を出すときには会員の娘さんの協力で「ななかまど通信」をだし

ています。大変好評で今回で２２号となりました。 

アスベストの被害に遭い、辛い事や悲しい事がありますが少しでも心が和むような明る

い内容に心がけていただいております。 

 

「患者と家族の会、分かち合いの集い」は準備会から数えて２５回となりました。 

医療、労災相談者も１２０名をこえました。 

会員は３７名ですが毎回１５～６名が参加をしています。 

又、１２名の方がプラークや石綿肺、中皮腫の方々です。 

今後の病気のことが心配での入会ですので情報や交流をとおして 

この被害を分かち合いたいと思います。 

 

 

                一宮 美恵子 
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第 21 号 

平成23年8月 

                                          （担当：高木・渋谷） 

 

総会に参加して         高木 こずえ 

６/11 に亀戸で総会が開かれました。 

壁には石綿救済法５年行動で作成された写真 

(亡くなられた方々)の横断幕が掲げられアス 

ベストの怖さを改めて痛感しました。議案通 

り進み、質疑応答北海道支部として環境被害 

者の訴えをするべく緊張してましたが、関西 

安全センター片岡さんが、先に発言にたち、 

その発言によって、環境被害の方々５人が前 

にでて自己紹介があり、中には世話人をされている方々もおり頑張っている

様子が話されました。環境被害の方々の交流会の開催実現に向けて頑張りま

しょう。                 

「第８回総会」 参 加 報 告  

震災地、釜石～宮古を訪ねて。    一宮 美恵子 
6 月 11 日のアスベストセンターと患者と家族の会総会に出席する折に世話

人の高木さんとＪＲにて花巻で下車し、会員の中里さんと相談者Ｋさんに会

う事にしました。東北には「患者と家族の会」がありませんので北海道支部

としての相談・交流が目的でした。相談者Ｋさんは宮古に住んでいたそうで

すが地元の方でも震災地に行く事にはためらいがあったようでした。私の希

望を機会に 4 人で廻る事になりました。花巻から釜石には列車で２時間ほど

で着きました。釜石から宮古はバスの便も悪いのでタクシーを利用する事に

なりました。そのタクシーの運転手の方が「九死に一生」を得た方でした。

「突然の黒い波に襲われ、荒波を泳ぎ、 
肩がはずれてしまい漂っていたら屋根 
が流れてきて、その上で一晩を過ごし 
た。足は凍傷になったが助かった」と 
の話に言葉もありませんでした。宮古 
までの幾つかの町や村の津波の被害を 
目の当たりにし、今でも信じられない 
思いです。1 時間ほど体験を聞く事が 
できた事と「何年か後には又、訪ねて 
下さい」の言葉に私達が救われた思い 
でした。宮古から盛岡まではバスを利 
用し花巻まで戻りました。案内してい 
ただいた中里さんと相談者Ｋさんに 
感謝、感謝です。 

本本本   の紹介 

明日への伝言  
～アスベストショックから 
   ノンアスベスト社会へ～ 

 未曾有のアスベスト公害 
「クボタショック」の被害

者が「助けてほしい、命

と、心と、家族を･･･」と訴

え、「緩慢なる惨劇」に立

ち向かう医師･支援団体

の取り組みの記録、会

報に綴った患者と家族

の生きる証の手記 
「明日への伝言」が発売

されました。 
 
一般定価 1,800 円のとこ

ろ会員特別価格 1,000
円でお譲りします。 

 

お求めになりたい方は  
大谷（011－775－0147） 
まで。 

7 月 20 日にニチアス大谷裁判（第 4 回）があり 
15 名が傍聴参加してくださいました。 
次回は 9 月 13 日（火）午後 4 時に予定しております。 
部屋番は未定です。 
引き続き、皆様のご支援をよろしくお願い致します。 

今回の｢会員紹介｣

のコーナーは、お休

みさせていただき

ます。 

ご了承下さい。 
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① 函館市 
② カラオケ・パークゴルフ 
③ 魚類・貝類 
④ ハンバーグ 
⑤ 子年 
⑥ 猫 
⑦ Ｏ型 
⑧  
⑨ 現役の時、勤務地どつくに入港中

（水産業）その時にアスベストを吸引
したと思われます。現在は病気が落
ち着いているので安心しています。 

（本人：肺気腫・胸膜プラークで闘病中）

               

 

第 22 号 

平成23年11月 

                                          （担当：高木・渋谷） 

 

①出身地  ②趣味  ③好きな食べ物  ④嫌いな食べ物  ⑤干支 
⑥ペット  ⑦血液型  ⑧好きな異性のタイプ  ⑨ｱｽﾍﾞｽﾄに対する思いなど 

① 伊達市 
② 京料理・生け花 
③  
④ ありません 
⑤ 亥年 
⑥ 猫 2 匹 
⑦ O 
⑧ 伊集院靜さん 
⑨ アスベストによる死亡を国で認めて

欲しい。環境省の注文に病院が
応えられないとのこと。 

（遺族：夫が悪性胸膜中皮腫） 
※会員登録名は娘さんの直美さんです 

伊藤 道子さん 

 
 
９月３日の「分かち合いの集い」は、毎年恒例の食事会で、
昨年と同じお店「梅の花」でのランチでした。 

 
9 月 3 日の「分かち合いの集い」は、毎年恒例の食事会で、

昨年と同じお店で、湯葉のコース料理でした。 
たくさんの方に参加していただき、それぞれの席で交流の場

もでき、とてもヘルシーですが、皆さんに満足していただい

て、とても楽しく食事会を過ごす事ができました。 
 

来年の 9 月も食事会をしますので、ぜひご参加ください。 
開催場所でお勧めの場所がありましたら、ご一報くだされば

幸いです             
大谷 定子 

千代田 正弘さん 

9 月 13 日にニチアス大

谷裁判（第 5 回）があ

り、たくさんの方が傍聴

参加してくださいまして

ありがとうございました。 
次回は 11月 24日（木）

午後 4 時に予定してお

ります。 
引き続き、皆様のご支

援をよろしくお願い致し

ます。 

今回、滝川の湯浅さん
ですが 9 月に家族の会
に入会してくださり現
在は労災病院に中皮腫
で入院していますが湯
浅さんは労災病院のす
ぐ向かいにある、主に
炭鉱で仕事をしてい
て、じん肺の被害者が
相談している「じん肺
同盟北海道支部」に、
なにも知らずにアスベ
スト被害の事で相談に
行ったが、「じん肺同
盟ではアスベストの被
害の人は大谷敏男さん
だけなので奥さんに電
話して相談してみて
は？」と、私のところ
を紹介してくださいま
して、私達のアスベス
ト疾患家族の会に入会
することになりました
ので先日「じん肺患者
同盟北海道地方本部」
に、また同じようにア
スベスト被害で困って
る人がいれば、知らせ
ていただけるよう、挨
拶がてら高木さんと大
谷と二人で行って来ま
した。 
その帰りに湯浅さんの
お見舞いに行き、お会
いしてきましたが、 
とても喜んでくださ
り、涙ぐんでおられま
した。高木さんと二人
でお会いすることがで
きて本当に良かったと
思いました。 

（大谷定子） 
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1 
 

 北海道建設アスベスト訴訟について 
 

                   ２０１１．１１．２６ 

北海道建設アスベスト訴訟原告弁護団 

団 長  藤 本  明 

 

１ 北海道建設アスベスト訴訟の概要 

１ 原告 

  建設作業等に従事しアスベスト関連疾患に罹患した患者および遺族 

患者数１７名（原告数を基準で１９名）。 

  生存原告１２名、死亡原告５名 

  疾病名 

石綿肺、中皮腫、肺ガン 

     【死因】 中皮腫３名、肺ガン２名 

 

 ※ 提訴後死亡 ２名   ９月 ９日 

              ９月１６日     

※ １１月２１日 追加提訴   

患者数４名（うち死亡者１名，原告数で５名） 

※ 本日現在 患者数２１名（死亡原告８名） 

  

２ 被告 

   国、及び、石綿含有建材製造会社のうち、建設省・通産省が公表している「石

綿（アスベスト）含有建材データベース」に記載されている、資本金２億円以上の

会社合計４３社。 

 

３ 提訴・期日 

  ２０１１年４月２５日 

   第１回弁論期日  ９月２６日（月）午後２時 

  第２回弁論期日 １１月２１日（月）午後２時 

  第３回弁論期日  ２月 ６日（月）午後２時 

  第４回弁論期日  ４月２３日（月）午後２時 

  第５回弁論期日  ７月 ９日（月）午後２時 
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２ 私たちがめざすもの 

１ 国と建材メーカーの法的責任を明確にし、誠意ある謝罪と賠償を行なわせること 

２ 国と建材メーカーの共同責任で、すべての建設作業従事者のアスベスト被害を償

うにふさわしい制度を創設すること 

３ 国が今後の建設アスベスト被害発生を予防するため、国と建材メーカーが共同し

て万全の施策を確立し実施すること 

４ すべてのアスベスト被害者の権利救済と全てのアスベスト被害根絶のために「石

綿の健康被害の救済に関する法律」の抜本的な改正も含め、最も適切な国の政策を

確立すること 

 

３ 国の責任 

１ 国の責任とは 

   国家賠償法１条１項に基づき、アスベスト関連疾患の罹患を防止するために、内

閣総理大臣、厚生労働大臣、国土交通大臣が有している権限（政令・省令制定権限）

を行使しなかった責任 

 

２ 国の責任の根拠と内容 

① 旧労基法・安衛法関係の権限不行使 

 ⅰ 石綿含有建材の製造等の禁止措置の不行使（1972 年、どんなに遅くとも 1975 年

時点） 

 ⅱ 石綿吹付け作業禁止措置の不行使（1970 年時点） 

 ⅲ 粉じん測定と評価措置、作業場の換気・局所排気装置の設置措置、集じん機付き

電動工具の使用等のアスベスト粉じん曝露防止の措置、特別教育の実施措置の不行

使（1960 年時点） 

② 建築基準法関係の権限不行使（作為も含む） 

 ⅰ 石綿吹付けに関する告示を削除する権限の不行使（1970 年時点） 

 ⅱ 石綿含有建材の仕様を認めた建築法施行令・告示を改正する権限の不行使〔新た

な指定の作為を含む〕（1972 年時点） 

 

３ アスベスト建材メーカーの責任 

  ① 建材に含有している石綿の危険性を警告しなかった責任（警告義務違反） 

  ② 建材に石綿の使用を中止しなかった責任（石綿の不使用義務違反） 

③ メーカー44 社の共同不法行為責任 
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４ なぜ国とメーカーの責任を追求するか 

１ わが国で 2003 年まで建材が 

    ノンアスベスト化されなかった要因 

① 厚生労働省の対応 

  改正特化則（1975 年）で「代替化の努力義務」に止め、2003 年まで石綿含有建材

の製造禁止措置をとらなかった。その理由は「使用実態をなくすことを優先し…ほと

んど使用実態がなくなったことを確認したのちに全面禁止措置に移行する手法を採

用した」（厚労省「過去の対応の検証」）という事業者側にだけ目を向けた対応に終始

しているところにある。 

 

② 建材メーカー業界の対応 

  日本石綿協会、石綿スレート協会等の建材メーカー業界は、「石綿含有建材は、『施

工が容易』（工期短縮）で『安価』である」、「石綿は十分な管理使用をすれば安全」

と宣伝し続けた。建材メーカーは、「代替化の努力義務」さえ放棄し、1975 年以降も

大量の石綿含有建材を製造・販売し、市場に流通させ続けてきた。しかも、厳しい規

制のある北欧諸国には、1976 年時点でノンアス建材を輸出している（ダブル・スタ

ンダードの対応）。 

 

③ 国交省・経産省の対応 

  国交省は、安価な建物を大量に供給するという政策の下で、「代替化の努力義務」

に相反する施策を推進し続けた。1975 年以降だけでも、1,000 件を超える石綿含有建

材を新たに不燃材料として認定。 

  経産省も、石綿業界を擁護し、代替化に極めて消極的な対応に終始した。 

 

２ 製造禁止の遅れがもたらしたもの 

―国とメーカーの責任の重大性― 

 

① 石綿粉じん曝露による肺ガン・中皮腫の労災認定業種は、いずれも製造業と建設業

が二分している。例えば、2008年の肺ガンは総数 503件で、建設業が 243件（48.3％）、

製造業が 214 件（42.5％）。中皮腫は総数 559 件で、建設業が 251 件（44.9％）、製造

業が 255 件（45.6％）。しかし、製造業は、鉄鋼、造船、自動車等の多数の業種が含

まれている。 

 

② この要因は、厚労省が 1975 年の特化則改正にあたって、石綿の発ガン性を認識し

ていながら、事業者側にだけ目を向け、「代替化の努力義務」に止め、国交省・経産
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省が石綿建材の代替化に相反する施策を推進した結果、1975 年以降も石綿消費量が

増大し、７割以上が建材に使用されてきたことにある。 

  石綿含有建材の製造禁止措置をとらなかった国の責任は極めて重大。 

  少なくとも、特化則改正時点で、製造禁止措置をとるべきであった。仮に、事業者

の激変を緩和する必要があれば、一定の猶予期間（３年で十分）を設けて規制すべき

であった。そのような規制を行なえば、建設作業従事者の石綿被害を相当程度減少さ

せることができたはずである。 

 

５ 全国のアスベスト訴訟  

１（国を被告とする訴訟）                   患者単位 

① 大阪泉南アスベスト国賠訴訟（大阪地裁 2006 年 5 月 26 日提訴）  26 名 

② 同          ２陣（大阪地裁 2006 年 10 月 12 日提訴） 33 名 

② 首都圏建設アスベスト訴訟 （東京地裁 2008 年 5 月 16 日提訴）  312 名 

③ 首都圏建設アスベスト訴訟 （横浜地裁 2008 年 6 月 30 日提訴）   76 名 

④ 北海道建設アスベスト訴訟 （横浜地裁 2011 年 4 月 25 日提訴）   21 名 

⑤ 京都建設アスベスト訴訟  （京都地裁 2011 年 6 月 3 日提訴）   11 名 

⑥ 大阪建設アスベスト訴訟  （大阪地裁 2011 年 7 月 13 日提訴）   10 名 

⑦ 九州建設アスベスト訴訟  （福岡地裁 2011 年 10 月 5 日提訴）   19 名 

 

 (企業を被告とする訴訟) 

  全国で５０以上の訴訟が係属 

 

２ 大阪泉南アスベスト訴訟  

 （１）訴訟経過（第１陣） 

 原告 ３２名（被災者数２６名）  死亡者１３名（うち５名は裁判中に死亡） 

① 泉南地域の石綿工場の労働者 24 名 

② 石綿工場労働者の家族     1 名 

③ 石綿工場の近隣住民           1 名 

  被告 国 

 

2006 年 5 月 26 日 （第１陣）提訴（大阪地裁） 

   2010 年 5 月 19 日  判決  原告勝訴 

           6 月 2 日  国控訴（国の控訴を受けて原告も控訴） 

  2011 年  8 月 25 日  控訴審判決 不当判決⇒上告  
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※ 大阪高裁判決 

    ・ 昭和３０年代前半「アスベスト振興会」の存在→泉南の事業者の危険認識  

    ・ 昭和３４年の新聞特集記事→個々の労働者も石綿粉じんの有害性を認識 

・ 局所排気装置の技術論 

    ・ 防じんマスクの分析 

    ・ 技術的困難性，高額な費用，泉南の事業場の資金力の不十分性 

       ⇒国を免責 

 

     問題点 

      ・石綿被害の深刻性，重篤性を裁判所はどこまで深く受け止めているか   

      ・国の知見時期（昭和３５年か）における権限不行使の事実 

 

 （２）訴訟経過（第２陣） 

原告 ５９名（被災者数３３名） 死亡者１４名 

（全員，泉南地域の石綿工場の労働者） 

  被告 国 

 

2011 年 10 月 26 日 結審 

2012 年 3 月 28 日 判決 大阪地裁 

 

３ 首都圏建設アスベスト訴訟 

（１）東京地裁  2012 年 2 月 29 日 結審 

（２）横浜地裁  2012 年 1 月 13 日 結審 
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ひょうごユニオン 
神戸市中央区古湊通 1-1-17 西浦ビル 2F 

TEL078-382-2116/FAX078-382-2124 

 

 

 日頃は、ユニオン運動に対するご理解頂き、ありがとうございます。 

 さて、私どもがアスベスト被害を受けた企業退職者の団体交渉権をめぐり、兵庫県労働

委員会と司法における争いを続けてきましたが、この度、最高裁判決が出されたため、救

済申立から 4 年を経て、ようやく退職者の団体交渉権が認められました。ここに、ご報告

をさせていただきます。 

 

 

１．事件の経過 

 住友ゴム工業株式会社（神戸市中央区脇浜町 3-6-9）に 45 年間勤めたＡさんは、退職

後の 2000 年 1 月に悪性胸膜中皮腫で亡くなられました。2005 年夏にアスベストが社会

問題化したことにより、Ａさんのご遺族が元同僚に「アスベストと中皮腫、仕事との関係」

を相談されました。A さんの労災申請はこの時点ですでに時効を迎えており、石綿健康被

害救済法の制定・施行（2006 年 3 月末）に合わせて申請を行い、2006 年 6 月に認定さ

れました。 

 そこで、2006 年 10 月、Ａさんのご遺族と元従業員二人の計 3 名が労働組合・ひょうご

ユニオンに加入し、①会社におけるアスベストの使用実態を明らかにすること、②退職労

働者の健康診断を実施すること、③企業補償制度を設けること、以上の 3 点を住友ゴムに

求めました。ところが、会社は「従業員でない」ことを理由に団体交渉を拒否しました。 

 そのため、ひょうごユニオンは、兵庫県労働委員会に不当労働行為の救済申立（団体交

渉を拒否してはならない）を行いました。ところが、2007 年 7 月、兵庫県労働委員会は、

「労働組合法第７条２号にいう『使用者が雇用する労働者』とはいえない」として、申立

を却下したのでした。 

 ひょうごユニオンは、却下が不当であるとして、2007 年 12 月に兵庫県労働委員会を被

告とし、不当労働行為救済命令の取消しを求め神戸地裁に提訴したところ、2008 年 12 月

10 日に神戸地裁において退職労働者の団体交渉権を認める全国初の司法判断が示された

のでした。 

 しかし、兵庫県労働委員会が控訴したため、大阪高裁において争いが継続しました。大

阪裁判においても、2009 年 12 月 22 日、「従来の雇用関係と密接に関連して発生した紛

争であるということができる」「（住友ゴムは）石綿の使用実態を明らかにしたり、健康被
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害の診断、被害発生時の対応等の措置をとることが可能であり、かつ、それが社会的にも

期待されているといえる」「石綿被害の特殊性を考慮すれば、社会通念上、合理的期間内に

団体交渉の申入れがされたと解するのが相当」「参加人（住友ゴム）には団体交渉を拒否す

る正当事由があるとは認めることもできない」「したがって、参加人（住友ゴム）には団体

交渉応諾義務がある」との判決が示されたのでした。 

 それでも、兵庫県労委と住友ゴムは、2009 年 12 月末に最高裁へ上告し、アスベスト被

害を受けた退職者の団体交渉権について、争いを続けてきました。が、2011 年 11 月 10

日、最高裁は県労委と住友ゴムの上告を棄却しました。これによって、大阪高裁判決が確

定したのです。 

 住友ゴムに対して、最初の団体交渉を申し入れてから実に 5 年が経過しました。アスベ

スト被害者、遺族、元従業員にとって待ち続けた判決でした。 

 

 

２．最高裁判決の影響 

１）労働組合に結集し団体交渉による解決の道を開いた 

 アスベスト被害者の圧倒的多くは労働者です。アスベストによる疾病は３０年から５０

年といわれる長い潜伏期間を経て発症するため、仕事中に吸い込んだアスベストにより病

気を発症した際にはすでに退職していることが多いのです。 

 これまで一部の会社は、退職した労働者が団体交渉による問題の解決を求めても、「雇用

関係がない」等を理由に交渉に応じない事案がありました。そのため訴訟となり問題の解

決に長期間を要し、予後の悪いアスベスト疾患の患者・家族にとって二重三重の負担が強

いられることがありました。 

 今回の最高裁判決により、会社側は、退職労働者との団体交渉を応諾する義務があるこ

と、退職後であることをもって団体交渉を拒否することは認められないということが明ら

かとなったのです。それは、退職した労働者であっても労働組合に結集し、団体交渉を通

じて問題の解決を行うことが可能であることが明確となったのです。 

 

２）住友ゴム団体交渉拒否事件第 2 次訴訟 

 2006 年 10 月以降、労働組合ひょうごユニオンは、住友ゴムの退職労働者から寄せられ

る相談に対応し、石綿健康管理手帳を取得した 4 人の組合員が新たに増え、組合員数は合

計 7 人となりました。 

 神戸地裁での判決を受け、2009 年 5 月、①会社が実施した退職労働者の健康診断結果

を公表すること、②退職労働者に健康診断を呼びかけること。CT 検査を取り入れること、

③会社におけるアスベストの使用実態を明らかにすること、④年齢による補償格差をなく

すこと、胸膜プラーク等健康被害についての補償制度を設けること、の 4 点を住友ゴムに

求めました。ところが、会社は「交渉に応じる義務がない」「そのことで係争中である」と
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して、またしても団体交渉を拒否しました。 

 2009 年 7 月、兵庫県労働委員会に団体交渉拒否に関する不当労働行為の救済申し立て

を行いましたが、2010 年 3 月、労働委員会は「使用する労働者と認めることができない」

との理由で、またしても却下したのでした。 

 ひょうごユニオンは、第 1 次の神戸地裁判決及び大阪高裁判決からも、兵庫県労働委員

会の却下は不当であるとして、2010 年〇月に兵庫県労働委員会を被告として神戸地裁に

提訴しました。これが、住友ゴム団体交渉拒否第 2 次訴訟です。この第 2 次訴訟について

も、今回の最高裁判決が大きく影響すると思われます。 

 

３）ニチアス団体交渉拒否事件 

 日本最大級のアスベスト製品製造会社であるニチアスにおける健康被害に関して、全造

船ニチアス関連企業退職者分会が団体交渉を求めたところ、会社が団体交渉を拒否しまし

た。そのため、奈良県労働委員会に救済の申し立てをおこなったところ、2008 年 7 月に

ニチアスの団体交渉拒否は不当労働行為であるとの救済命令が出されました。 

 ニチアスがこの命令を不服として中央労働会に申立を行ったのですが、中央労働委員会

は 2010 年 5 月に、奈良県労働委員会命令を取り消す（不当労働行為でない）命令を出し

たのでした。このニチアス事件に関しては、労働組合が 2010 年 11 月に東京地裁に対し

て、中労委の命令の取り消しを求め行政訴訟を起こし係争中です。このニチアス訴訟へも

大きく影響すると思われます。 

 

４）中央労働委員会への影響 

 クボタショックを契機に、アスベスト被害に関して企業に対して補償を求める動きが増

えてきました。退職労働者を組織するアスベストユニオン等が勤務していた企業に対して

団体交渉を申し入れた場合、多くの企業は交渉に応じ、また各府県の労働委員会や中央労

働委員会の仲介により話し合い解決する事案がほとんどです。 

 そうしたなか、中央労働委員会での結審後 1 年半以上命令が出されずにいる本田技研工

業事件があります。本田技研工業の修理部門に勤務し、退職後に中皮腫を発症された B さ

んがアスベストユニオンに加入し、08 年 5 月に会社に団体交渉を申し入れたのですが会社

が拒否。神奈川県労働委員会は 09 年 8 月に救済命令を出したのですが、会社が中央労働

委員会に申立。10 年 4 月に結審したが、命令が出ないままとなっています。 

 今回の最高裁判決は、中央労働委員会の命令にも大きな影響を与えると思われます。 

 

５）今後の企業、各労働委員会への影響 

 この間、アスベスト被害に関して退職労働者が労働組合に加入し、勤めていた企業に対

して団体交渉を求めた際、企業側が交渉を拒否する理由は「雇用関係がない」ということ

でした。今回、最高裁判決が出されたことにより、企業は退職労働者であっても「従来の
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雇用関係と密接に関連して発生した紛争である」場合、団体交渉を拒否することができな

いことが明確となったわけです。 

 また、先日も山口県労働委員会に団体交渉拒否として救済を申立てた事件があります。

会社側の代理人に対し、住友ゴム高裁判決がだされており交渉に応じるよう求めたのです

が、「住友ゴム事件の高裁判決は確定していないので、交渉に応じる必要はない」と豪語し

ていました。現在係争中の案件に対しても、最高裁判決は大きな影響を与えることは間違

いないと思われます。 

 

 

３．ひょうごユニオンとしての今後の対応 

１）住友ゴムにおける石綿労災認定者全員が組合に加入 

 住友ゴムにおけるアスベスト健康被害が拡がりをみせており、2010 年 3 月末時点での

労災認定者は 8 名（全員が亡くなられています）となっています。2006 年 10 月段階では

労災認定者の組合員（遺族）は 1 名でしたが、現在は労災認定された 8 名（遺族）全員が

組合に加入されています。住友ゴムの労災企業補償制度は、2006 年にひょうごユニオン

が団体交渉を申し入れた後に新設されました。この制度は、亡くなられた年齢により 5 歳

毎に減額されるという格差が設けれている制度であり、『多くの補償が欲しければ早く死ね』

と言われているようなものです。組合として、この補償制度の年齢格差をなくすための交

渉を求めていきます。 

 

２）健康不安を抱える元従業員への補償を求める 

 住友ゴムにおける健康被害が拡がる中で、健康不安を抱える元従業員も増えています。

一緒に働いてきた同じ職場の同僚が、アスベストにより健康を害し、亡くなり、労働災害

として認められるケースが増えているため、『次は自分かも…』との不安が拡がっているの

です。そして、胸膜プラークという、アスベストでしか起こらない病変が見つかり、石綿

健康管理手帳を取得される元労働者も増えているため、益々不安が拡がっているのです。 

 現在、石綿健康管理手帳を取得した組合員は合計７人となっており、組合として健康不

安を抱える元従業員への補償を求めるための交渉を求めていきます。 

 

３）最高裁判決後、初の団体交渉の申入れ 

 最高裁判決が出されたことを受け、本日（1８日）午後 4 時に住友ゴムに対して団体交

渉の申入れを行います。住友ゴムにはアポを取ってあり、会社側も対応するとの回答を得

ています。また、組合員４名が申し入れに出席します。 

 

４）アスベスト労働相談ホットラインの開設 

 アスベストによる健康被害に関して、企業に対する補償を求める動きを応援するため、
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ひょうごユニオンとアスベストユニオンは日常的に電話相談を受け付けています。大企業

はもとより、中小企業とも直接交渉して一定の解決を図ったり、造船などでは元請け会社

に要求するなどして解決する例も少なくありません。あきらめずにぜひご相談ください。 

 今回の最高裁判決を受け、さらに支援を強めるため「アスベスト労働相談ホットライン」

を開設します。相談は無料、相談内容は厳守。 

 

 東日本地域 （北海道、東北、甲信越、関東） 

       電話：０４５－５７５－１９４８ 

       担当：アスベストユニオン本部 

          横浜市鶴見区豊岡町２０－９ 

 西日本地域 （中部、近畿、中国、四国、九州） 

電話：０７８－３８２－２１１６ 

       担当：ひょうごユニオン 

          神戸市中央区古湊通１－１－１７ 

 

以 上 
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1

アスベスト問題をめぐる課題と
これからの取り組み

2011年11月26日
働く者の健康セミナー・札幌

古谷杉郎
全国労働安全衛生センター連絡会議事務局長

〒136-0071 東京都江東区亀戸7-10-1 Zビル5F
TEL 03-3636-3882  FAX 03-3636-3881

E-mail  2009aban@gmail.com

アスベストアスベスト

石綿健康被害の曝露源別石綿健康被害の曝露源別分類と補償・救済分類と補償・救済

① 直接職業曝露： 労働者＋自営業者

② 間接職業曝露： 労働者＋自営業者

③ 家庭内曝露： 労働者等の家族

④ 近隣曝露： 周辺住民（鉱山・工場等）

⑤ 環境曝露： 一般市民

⑥ 曝露源不明：一般市民

労災補償の対象―①②の内の労働者＋労災保険特別加入
の自営業者―船員保険、国家・地方公務員、旧国鉄等

補償制度なし―上記以外の①②、及び、③～⑥
戦傷病者戦没者等援護法等による給付を受けられる場
合もある一方で、上記対象でも死亡から5年経過してい
れば、時効のために給付を受けることができなかった。

8080％％

2020％％

石綿健康被害補償/救済の枠組み

労災保険法

機構事務所（川崎・大阪）、
地方環境事務所、保健所

受付窓口

労災保険特別会計
（企業の労災保険料）

石綿健康被害救済基金
（国の交付金、企業・船舶
所有者・自治体拠出金）

財源

被害者及び
死亡後遺族

遺族遺族被害者
遺族には葬祭料のみ

救済対象

労働基準監督署

労災時効救済

環境再生保全機構

石綿健康被害救済法

生存中救済

実施機関

根拠法

対象事例
労災補償死亡後救済

労働者住民・自営業者等
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石綿健康被害補償/救済の対象疾病

①中皮腫

②肺がん

③石綿肺

④びまん性胸膜肥厚

⑤良性石綿胸水

⑥その他業務に起因す
ることの明らかな疾病

①中皮腫

②肺がん

③石綿肺

④びまん性胸膜肥厚

⑤良性石綿胸水

①中皮腫

②肺がん

③石綿肺

④びまん性胸膜肥厚

③④は2010年7月1日追加

「著しい呼吸機能障害を伴
う」ものに限られる

対象
疾病

労災時効
救済

生存中
救済

労災補償
死亡後
救済

労働者住民・自営業者等

石綿健康被害補償/救済の内容

休業補償（給付基
礎日額の80％）

療養補償

――

療養手当
（月10万円強）

医療費
（自己負担分）

患者

一律300万円＋
年金153～
245日分
または
一時金

1,000日分

年金240万円（遺
族1人）～330万円
（遺族4人以上）

または
一時金

1,200万円

300万円弱
一時金（特別遺族
弔慰金＋特別葬

祭料）

原則20万円弱の
葬祭料のみ＋救
済給付調整金（既
支給給付合計＜
280万円の場合）

実態は遺族・患者
合計で300万円が
事実上上限化？

遺族

労災時効
救済

生存中救済 労災補償死亡後救済

労働者住民・自営業者等

0
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1500

2000

2500

3000

3500

-1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

中皮腫・給付決定年度別の補償・救済状況

新法死亡後救済（未申請）

新法死亡後救済（施行前）

新法生存中救済

新法時効救済

船員保険

労災保険

0

200

400

600

800

1,000

1,200

-1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008

中皮腫・死亡年別の補償・救済状況（2009年度末時点）

未救済

新法死亡後救済（未申請）

新法死亡後救済（施行前）

新法生存中救済

新法時効救済

船員保険

労災保険

中皮腫の救済率＝

中皮腫の救済率＝56.556.5％％

（（22.22.00％～％～89.189.1％）％）

0
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400
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800

1000

1200

-1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

石綿肺がん・給付決定年度別の補償・救済状況

新法死亡後救済（未申請）

新法死亡後救済（施行前）

新法生存中救済

新法時効救済

船員保険

労災保険

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

-1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008

石綿肺がん・死亡年別の補償・救済状況（2009年度末時点）

未救済

新法死亡後救済（未申請）

新法死亡後救済（施行前）

新法生存中救済

新法時効救済

船員保険

労災保険

石綿肺がんの救済率＝

石綿肺がんの救済率＝99.3.3％％

（（2.2.55％～％～115.85.8％）％）
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補償・救済の現状のイメージ補償・救済の現状のイメージ

労災補償労災補償

労
災
時
効
救
済

労
災
時
効
救
済

新法救済新法救済

新法救済水準新法救済水準

公害補償水準公害補償水準

労災補償水準労災補償水準

上積補償上積補償//訴訟水準訴訟水準

労働者被害労働者被害 非労働者被害非労働者被害

旧認定基準旧認定基準
不支給事例不支給事例

新法救済水準新法救済水準

労災補償水準労災補償水準

新法救済新法救済

職業曝露が職業曝露が8080％という国際的コンセンサスから、労働者被害が％という国際的コンセンサスから、労働者被害が7070％と仮定。％と仮定。
新法救済事例のかなりの部分（半数程度？）は、労災補償・労災時効救済を受ける資格新法救済事例のかなりの部分（半数程度？）は、労災補償・労災時効救済を受ける資格
のある事例、及び、「旧認定基準不支給事例」等が含まれているものと考えられる。のある事例、及び、「旧認定基準不支給事例」等が含まれているものと考えられる。

7070％→本来の割合←％→本来の割合←3030％％

復帰前沖縄復帰前沖縄
基地事例基地事例

補償・救済の現状と見直しのイメージ

労災補償労災補償

労
災
時
効
救
済

労
災
時
効
救
済

新法救済新法救済

新法救済水準新法救済水準

当面の目標水準当面の目標水準

公害補償水準公害補償水準

労災補償水準労災補償水準

上積補償上積補償//訴訟水準訴訟水準

企業上積補償企業上積補償

労働者被害労働者被害 非労働者被害非労働者被害

「隙間」を解消するための方策が必要「隙間」を解消するための方策が必要

救済法見直しによって達成すべき部分（救済法見直しによって達成すべき部分（短期短期・・長期長期目標）目標）

交渉・裁判・基金制度等？交渉・裁判・基金制度等？

旧認定基準旧認定基準
不支給事例不支給事例

法改正が必要法改正が必要

新法救済水準新法救済水準

労災補償水準労災補償水準

新法救済新法救済

復帰前沖縄復帰前沖縄
基地事例基地事例

最低限緊急に必要と考えられた問題最低限緊急に必要と考えられた問題

① 2006年3月27日以降死亡事例の労災時効救済
【厚生労働省】

② 労災時効救済（特別遺族給付金）の請求期限の延
長と対象範囲の拡大 【厚生労働省】

③ 法施行前死亡救済（特別遺族弔慰金）の請求期限
の延長 【環境省】

④ 復帰前沖縄米軍基地におけるアスベスト曝露による
基地労働者の健康被害問題の解決 【厚生労働省】

⑤ 妻未請求死亡等の場合の特別遺族一時金不支給
問題の解決 【厚生労働省】

⑥ アスベスト対策の見直しの継続

石綿健康被害救済法の改正

施行後5年以内変更なし施行後5年以内三 見直し

2022（H34）.3.27まで
（施行日から16年）
→10年間延長

2012（H24）.3.27まで
（施行日から6年）
→3年間延長

2009（H18）.3.27まで
（施行日から3年）2 請求期限

2016（H18）.3.26までに
死亡した者
（施行日10年後）
→10年間延長

2006（H18）.3.26までに
死亡した者
（施行日前日）
→5年間延長

2001（H13）.3.26までに
死亡した者
（法施行日5年前）

二 特別遺族給付金
（労災時効救済）
1 支給対象

死亡から15年
10年間延長

死亡から3年救済対象外2 未申請死亡の請求
期限

2022（H34）.3.27まで
（施行日から16年）
→10年間延長

2012（H24）.3.27まで
（施行日から6年）
→3年間延長

2009（H18）.3.27まで
（施行日から3年）

一 特別遺族弔慰金
等（住民等救済）
1 施行前死亡の請求
期限

2011（H23）.8.30公布
2011（H23）.8.30施行

2008（H20）.6.18公布
2008（H20 ）.12.17施行

2006（H18）.2.10公布
2006（H18）.3.27施行

四 施行日

2011年改正法2006年制定法項目 2008年改正法

石綿肺がんの労災認定石綿肺がんの労災認定基準基準

現行労災認定基準（2006年基発第0209001号）

1. 第1型以上の石綿肺所見 または

2. 10年以上の石綿曝露作業従事歴＋胸膜プラーク または

3. 10年以上の石綿曝露作業従事歴＋「肺内に石綿小体また
は石綿繊維が認められること｣（本数等の基準なし） または

4. 乾燥肺重量1g当たり5,000本以上の石綿小体、200万本以上
（5μ超）または500万本以上（1μ超）の石綿繊維、または気
管支肺胞洗浄液1ml中5本以上の石綿小体―以上が認めら
れたものは、石綿曝露作業従事歴が10年に満たなくてもOK

5. 石綿曝露作業従事歴が10年に満たず、2または3に掲げる医
学的所見が得られているものについては本省に協議

労災補償課長通達（2007年基労補発第0314001号）

「『乾燥肺重量1g当たり5,000本以上』の基準に照らして、石綿小
体数が明らかに少ない場合には、本省あて照会されたい。」

石綿肺がん石綿肺がん：ヘルシンキ・クライテリア：ヘルシンキ・クライテリア

疫学指標：発生リスクを2倍にする累積石綿曝露レベル25ｆ/ｍｌ・年

1. 石綿肺所見 または

2. 1年以上の高度曝露（石綿製品製造、石綿吹き付け、石綿保
温材作業、古い建築物の解体） または 5-10年の中等度曝露
（建設、造船） 曝露が著しく高度の場合は1年未満でも可

3. 25ｆ/ｍｌ・年以上の推定累積石綿曝露または

4. 乾燥肺重量1g当たり5,000本以上の石綿小体、200万本以上
（5μ超）または500万本以上（1μ超）の角閃石系石綿繊維、
または気管支肺胞洗浄液1ml中5本以上の石綿小体

及び 初回曝露から10年以上経過
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厚生労働省への疫学調査実施要望厚生労働省への疫学調査実施要望

2007.7.6 日本産業衛生学会の要望書

残念ながら、現時点においても、同工場での中皮腫を含めた
石綿関連疾患の疫学調査は試みられていません。全国の石綿
製品製造工場での疫学調査が必要でありますが、今回石綿関
連疾患が多発したクボタ旧神崎工場に対して、その実態を明ら
かにするため労働安全衛生法第108条の2に規定されている

「疫学的調査等の実施」を発動されることを要望するものです。

なお本学会は、専門学会としてその調査を担うことが可能で

あり、またその準備も既にできております。

【労働安全衛生法】（疫学的調査等）

第108条の2  厚生労働大臣は、労働者がさらされる化学物質等又
は労働者の従事する作業と労働者の疾病との相関関係をは握
するため必要があると認めるときは、疫学的調査その他の調査
を行うことができる。

環境省の疫学調査？検診？環境省の疫学調査？検診？
 H17年度 兵庫県における石綿の健康影響実態調査

 H18年度 石綿曝露の疫学的解析調査（尼崎市）

「一般環境経由による発症リスクを示すものとはいえない」→

「労働現場との関連以外の曝露による発症リスクが高くなっ

いる可能性を示している」

 H18年度 石綿の健康影響実態調査（大阪府・佐賀県）

「曝露経路が特定できなかった者が相対的に多い地域を見

出すことはできなかった」

 H18～21年度 第1期健康リスク調査（全国7地域）

「調査としての側面」と「検診としての側面」

 H22～26年度 第2期健康リスク調査（全国7地域）

「検診で中皮腫を早期発見できるかのエビデンス？」

 H23年度 石綿曝露に係る症例対照調査（尼崎市）

既存アスベスト対策の整合性（クボタ・ショック前）

レベル②規制
耐火被覆材、保温材、

断熱材

吹き付け
ロックウール

吹付バーミキュラ
イト等

規制なし

規制なし

レベル③規制
上記以外の
石綿含有材

規制なし

特別管理
産業廃棄物

特定建築材料レベル①規制

吹き付け
アスベスト石

綿
含
有
吹
き
付
け

基準なし

―

建築基準法

建築物建築物建築物・工作物対象物

基準なし行政指導1％超含有1％超含有含有率基準

廃棄物処理法
労働安全衛生法・
石綿障害予防規則

大気汚染防止法

2006年の石綿による健康等に係る被害の防止のための関係法令改正は、石
綿障害予防規則（2005.7.1）施行に合わせてなされているべきだった整合化を
図っただけで、クボタ・ショックを踏まえた新たな施策は打ち出したものではな
かった。

既存アスベスト対策の整合性（クボタ・ショック後）

一部は上記
と同じ

レベル②規制
耐火被覆材、保温

材、断熱材

吹き付け
ロックウール

上記と同
じ？

規制なし

吹付バーミ
キュライト等

事前措置、
分別解体等

収集・運搬・処分
等の基準

行政指導レベル③規制
上記以外の
石綿含有材

全て対象

特定建設資
材付着物で
あれば事前
除去（ビニル
床タイルも）

石綿含有吹き付け
の一部のみが規

制対象

特別管理
産業廃棄物

特定建築材料

レベル①規制

吹き付け
アスベスト石

綿
含
有
吹
き
付
け

0.1％超含有

建築物・工作物

2006.10.1
改正法令施行

建築基準法

規定なし

建築物・
工作物

法令改正
なし、2007.

9 パンフ

建設リサイク
ル法

500総トン

以上船舶
建築物・工作物建築物・工作物

建築物・工作物
鋼製船舶

対象物

0.1％超含有
0.1％超含有
2007.6変更

0.1％超含有含有率基準

2012
発効？

2006.8.9
改正法令施行

2006.10.1
改正法令施行

2006.9.1、
2009.7.1改正省

令施行
改正法令施行日

廃棄物処理法
労働安全衛生
法・石綿障害

予防規則

シップ
リサイクル

条約
大気汚染防止法

既存アスベスト対策における除去・管理

増改築時に原則除去定めなし定めなし定めなし除去の時期・期限

定めなし定めなし定めなし定めなし除去までの管理計画

建築基準法廃棄物処理法
労働安全衛生法・
石綿障害予防規則

大気汚染防止法

既存アスベスト対策における濃度基準

室内環境基準
未設定―0.3f/l基準

提案採用されず

建築基準法

廃棄物処分場基準
未設定

建築物工事現場基準
未設定

屋外作業環境基準
未設定

一般環境基準
未設定

現行基準なし
工場敷地境界基準

10f/l
屋内作業基準

150f/l

濃度基準

発動可能な基準が
存在していない！

廃棄物処理法
労働安全衛生法・
石綿障害予防規則

大気汚染防止法

既存アスベスト対策の骨子-1

① ノンアスベスト社会の実現等という目標を明確にするととも
に、総合的・戦略的な方針・体制等を確立する。

② 国、地方公共団体、事業者等の責務を明らかにするととも
に、様々なレベルで国民の積極的関与を促進・確保する。

③ 関係法令・行政機関等の役割分担を全体構想のなかで明
確に位置づけ、整合性・効率性・連携等を確保するとともに、
「隙間」をなくしていく努力をする。

④ 共通する技術的基盤の整合性を確保する。

－アスベスト及びアスベスト含有製品（石綿等）等の定義

－石綿等の調査・分析・測定方法等

－石綿等除去作業等の技術的指針等

⑤ 必要とされる濃度基準等の整合性のある設定を確保する。
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既存アスベスト対策の骨子-2

⑥ 全ての既存石綿等が、速やかにその存在が把握され、適切
に管理されながら、可能な限り早い時期に安全に除去・廃棄
等されるべきであるという一般原則を確立する。

⑦ 以下による優先順位付け等を考慮した対策を促進する。

－施工・製造年等（調査・把握に際しては有効かもしれない）

－有害性（青・茶石綿含有製品）

－飛散性（吹き付け、保温材・断熱材・耐火被覆板等/劣化の状況等）

－規模・利用状況等（不特定多数の利用の有無・頻度）

⑧ 建築物・工作物、船舶に使用されている石綿等を重点かつ筆
頭に、可能な対象（使用されているもの/特定の石綿製品等）
から順次、優先順位付けその他の区分等も考慮しながら、な、
⑨⑩のライフサイクル別ロードマップを策定する。

⑨ ロードマップ策定にあたっては、環境省「2025年頃における
望ましい社会像を見据えた戦略目標」との連携も考慮する。

既存アスベスト対策の骨子-3

⑩ 必要に応じて一定の区分ごとに、期限を定めて、石綿等の
使用の有無を調査・把握するとともに、把握された石綿等
の表示・届出、台帳の整備等を確保する。

⑪ 調査の結果把握された石綿等について、いつ（までに）ど
のように除去・廃棄等するか、また、それまでの間どのよう
に適正に管理するかの考え方を示すとともに、除去・廃棄
等計画・管理計画の作成等を確保する。

⑫ 一定の対象に対する調査及び除去等に対する資格制度及
び第三者監督制度を導入（できるように）する。

⑬ 一定の対策に対する補助制度を導入（できるように）する。

⑭ 石綿障害予防規則、大気汚染防止法、廃棄物処理法、建
設リサイクル法、シップリサイクル条約国内法、国土交通省
新法？の整合性を確保する措置を講じる。

既存アスベスト対策の骨子-4

⑮各行政機関の履行確保措置・監督等の連携・効率化を図る。

⑯ 関連情報（過去の製品、吹き付け箇所等々）の一元化・国民

への公表を確保する措置を講じる。

⑰ ライフサイクルの全段階における関係者間のリスク・コミュニ

ケーションの確保のため、及び、曝露事故等が生じた場合の
措置を講じる。

⑱ 石綿含有一般消費財の輸入・製造・販売事業者等による回

収及び適正な処理を確保する措置を講じる。

⑲ 汚染された鉱山・土壌等の対策を検討する。

⑳ 石綿対策（関係閣僚）会議及び石綿対策審議会

○ その他

ノン・アスベスト社会の実現に向けて

① アスベスト全面禁止対策
－早期達成、全面禁止宣言、履行確保等

② 健康被害対策
－救済・補償の内容・水準、認定・判定基準等の改善
－住民・自営業者等を含めた健康管理対策の確立
－中皮腫登録制度の創設
－診断、治療、被害者・家族のケア等
－縦割り行政の弊害を排した健康被害対策の確立

③ 既存アスベスト対策
－ノンアスベスト社会実現という戦略目標の確立
－把握・管理・除去・廃棄等ライフサイクルを一貫した対策
－ロードマップ（優先順位付け別・ライフサイクルの各段階別計

画）の策定と管理（体制の確立）
④ 海外移転の阻止・国際協力・世界的禁止
⑤ アスベストの経験を徹底検証して様々な課題に生かす

アジアにおけるアスベスト禁止の状況

2012年禁止予定（2011年、大気汚染防止令の改正提案）香港

2020年禁止目標（2010年、有害科学物質管理法）、前倒し協議中台湾

2009年検討開始カンボジア

禁止方針を確立できていない国

2010年原則禁止（政府決定）モンゴル

何らかの方法でアスベスト禁止の目標時期を設定しつつある国

2012年禁止目標（2010年NHA決議、2011年NHC承認→政府検討へ）タイ

2015年禁止目標（2009年、自主的対応）マレーシア

2018年禁止目標（2008年、自主的対応）、禁止法成立すれば前倒し？フィリピン

2020年禁止目標（2007年、自主的対応）ベトナム

2020年禁止目標（2010年、規則？）ラオス

検討を開始した国

2007年原則禁止（産業安全保健法）韓国

1989年原料アスベスト禁止（汚染法）シンガポール

2004年原則禁止（労働安全衛生法）日本

何らかの方法でアスベストを禁止しつつある国

アスベストアスベスト問題は終わっていない！問題は終わっていない！
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職場のメンタルヘルスと労働組合

働く人の現代型うつ病
{抑うつ状態}・・・・{うつ病}（内因性

うつ病）
未熟型うつ病

ストレス性適応障害
職場不適応症
逃避型抑うつ

｜
笠原・木村分類の葛藤反応型うつ病

“熟慮した”自殺に対して“軽やかな”自

殺企図
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職場のメンタルヘルスと労働組合

＊肉体労働 ＊頭脳労働 ＊感情労働
感情労働(Emotional Labor)とは、仕事や組織

のもとめに応えて自分の感情を調整すること
である。これは“表層演技”と“深層演技”に

よって可能になる。
●表層演技(Surface Acting)：依頼人やお客

に対して巧みにとり繕う、「みせかけ
る,Fake」ること。(例：立派なレストランの
ウエイター)

●深層演技(Deep Acting)：その仕事が求め

るように、自分の感情事態を管理して、感じ
方を変えること。（例：看護師、介護師）

職場の「いじめ」についての定義
Zapf,D.& Gross, C.(2001)による
出典： Conflict escalation and coping with workplace
bullying: A replication and extension. European Journal
of Work and Organizational Psychology、10(4)、497～
522

＊（仕事や人間関係で）弱い立場に立たされ
ている職員に対して、絶えず困らせ、不快感
を与え、さらに屈辱的な仕事をさせる。

＊ある行為を「いじめ」とするのは、いじめ
行為が少なくとも週1回、そして、少なくとも

６か月にわたって繰り返し行なわれること。
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職場のメンタルヘルスと労働組合

ステップ１
自主管理体制を確立する

ステップ２
リスクアセスメントの準備をする

ステップ３
リスクアセスメントを実施する

ステップ４
職場改善とスクアセスメント

ステップ６
活動を点検し、改善を継続

ステップ５
自主監査をする

メンタルヘルス対策として現場で行いやすい６つの領域

6つの改善領域 具体的な改善視点の例

（１）作業条件への参加と情報共有 作業予定の話し合い、過大な作業
の調整、情報の周知

（２）勤務時間と作業編成 恒常的残業の制限と休日確保、
ピーク作業の調整、交代制など

（３）円滑な作業手順 運搬・作業姿勢などの改善、反復
作業の点検、作業ミス防止

（４）作業場環境 温熱・音対策、有害物質対策、
受動喫煙防止、休憩設備

（５）職場内の相互支援 職場内の相談しやすさ、研修機会、
災害への備え

（６）安全できる職場のしくみ 訴えへの窓口、ストレス対処情報、
緊急の心のケア

労働科学研究所 吉川 徹
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職場のメンタルヘルスと労働組合

（IMC）
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２０１１．１１．２６ 

「働く者の健康セミナー・札幌」 

「個人加盟労組の相談事例から」 

 

いじめ メンタルハラス労働者支援センター 千葉 茂 
 

Ⅰ 相談から見えてくる職場状況 

複数が複合的に起きている・起きてくる 

１．退職勧奨・解雇理由の８割以上に「コミュニケーション能力がない」 

コミュニケーション能力不足は労働者の問題か 

・会社がコミュニケーションを奪っている――朝礼がない。業務指示がパソコン。 

コミュニケーションは人間関係の中で身に着くもの 

１人で身につけられるものではない 

・他者に価値観を強制していないか。 

世代によって価値観が違う。 

「労働白書」（別紙） 

「バブル世代」が「就職氷河期世代」に自分のやり方を強制。 

←―親子関係で考えたら無理は明らか 

自分の成功体験を金科玉条にしている  言い方を変えると複合的判断ができない 

・業務が上位下達でマニュアル化 

しかしマニュアル通りには職場も社会も動かない 

マニュアルって何？  没個性化 

労働者の創意工夫や個性の発揮が奪われている 

物言わない（考えない）労働者が増えている。 

マニュアルに沿ったつもりで独走 

「人格」が奪われ「人権」が消えた。 

マニュアル化は管理職の管理能力強化の機会を奪っている。若者を成長させない。 

「会社にとってマニュアル化は、一時的に生産性が低下するのを止めることができるか

もしれません。しかし実際には労働者個々人が本来持っている能力を発揮することを

拒否する行為であり、長期的な労働生産性は向上しません。労働者は、一時はマニュ

アルに従っていればいいので楽だと捉えても、長期に及んだ時は労働意欲や“仕事の

生き甲斐”を奪われるからです。」 

・雇用形態によって情報量が違う。 

正規労働者以外に情報を渡さない 

本人が努力しても克服できない状況に置かれていることを差別と言う。 
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非正規労働者は差別されている――“雇用制度のいじめ” 

業務量は正規並みに。賃金と身分保障はやっぱり非正規。 

非正規の雇用不安 ―→自己防衛＝上司への媚。他の労働者の追い落とし。 

 

２．若者問題 

・世代によって価値観が違う 

・新型鬱 「若者鬱」は昔から 

『会社人間のカルテ』（朝日新聞東京本社社会部編） 

１９７９年１０月～１２月の連載をまとめたもの。 

第二次オイルショック後で、「減量経営」が進められた頃です。その中に、サラリーマ

ンの体調不良者が続出した、サラリーマンの３９％が心身の不安定を抱えているという

調査結果が載っています。 

「『うつ病で来るサラリーマンには、はっきり共通のタイプがあります』と、聖マリア

ンナ医大の長谷川和夫教授（精神神経科）。患者には、管理職になりたてのエリート

社員が多く、彼らに目立つのが『協調性格』だという。他人の意向、期待にいつでも

自分を合わせようとする。 

上司や取引先のウケがいいから、出世が早い。それが、自分が部下を持つ立場になっ

て、つまずく。『部下が思うように働いてくれない。つい自分で（仕事を）やってし

まうのです」。疲れきって病院にくる“エリート”患者たちに共通の嘆きである。実

は、並み外れた『強調人間』である自分の基準で部下の仕事ぶりをはかってしまう。

いわば、独り相撲でいらだっている場合が多い。 

『きのうまでの同僚や先輩がオニにみえる』と、ある大手企業の輪かい課長が訴え

た。」 

このような状況にあるのを無自覚に頑張れということは“若者いじめ”“部下いじめ”、

また部下が期待をかけすぎるのは“上司いじめ” 

「若者を理解できない」のか、「（自分が）若者を理解しようとしないのか」 

無理をさせてできなかった結果をなじる――上司が無能では 

・『会社人間のカルテ』のもう一つのデータ 

アンケートの「職場の問題で困ったときに誰に相談するか」というし質問に、「友人」

と答えたのが３７％、「妻」２３％で、「職場の上司、同僚」は１２％しかありませんで

した。困ったときに相談する対象は、大半は職場の人間ではないということです。この頃

から職場の人間関係が崩壊していったと言えるかもしれません。 

・連合総研は４月 27 日、第２１ 回「勤労者の仕事と暮らしについてのアンケート」調査結

果を発表しました。その一部を紹介します。 

調査対象は首都圏および関西圏に居住する２０代から５０ 代までの民間企業に雇用さ

れている労働者１８７４人からの回答結果です。 
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「困り事が起こった時に親身になって相談にのってもらえる人」の質問で、「誰もいな

い」が、男性正社員１９.０％、男性非正規社員２８.６％、この数字はそれぞれ女性の２

倍以上です。年代別では、男性２０代１６.８％、男性３０代１７.３％、男性４０代２３.

０％、男性５０代２５.４％で、それぞれ女性の２倍前後になっています。４０代、５０

代の男性は、トラブルが起こったときに、4 人に１人が「相談する人が誰もいない」、孤

立した職場状況で働いている実態があります。 

・社会的経験不足を無視して体力勝負を強制 

営業ノルマ。即戦力。 

労働時間と実績は正比例しない。 

時間外労働の無制限化。労働者を守らない労働法 

長時間労働で通常の社会生活から隔離されていては「社会を知らない」「社会のニーズ

がわからない」 

・学校が職業訓練学校化 

マニアック 

基礎学力がない。応用力がない。   詰め込み教育世代からは特にそう見える 

質問すると「そんなことも知らないのか」 

１人で悩む。 

 

３．会社が「自己中」を育てている 

・競争化。評価制度。 

労働組合の弾圧――「団結」の破壊が会社としての統制力をも失わせている。 

その弊害が出ている 

仲間に仕事を教えない。 

仲間がいじめられているのを見て見ぬふりをする。 

・「人は、他者に対して行われている不正義、違法・不当行為を見逃すと苦痛を感じます。

ですから、何らかの理由付けをしてそれを正当化し、慣れてくると感情が麻痺して受け

入れてしまいます。 

周囲のだれもおかしいと声をあげない対応をしていると安心感を持つようになり、この

ような状態のなかにいることが加害者になってしまっているとは思わなくなります。被

害者に対してだけではなく、自分の正義感に自分で傷を負わせている加害者でもありま

すが、残念ながらそこは気付きにくいのです。 

「本来人間が持っている価値観は、不公平・不平等、モラルダウン、人間同士のいがみ

合いを受け入れない、慣らされない」ものです。 

遠くにいる者に対しても、やっぱりおかしいことはおかしいと声をあげる、そのことが

自分の人間性を取り戻すことだと思います。」 

・会社は労働者の人格を破壊しておきながら人格がおかしいと評価する。 
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・トラブルが発生したとき（しかけたとき）、周囲に相談役、調停役、“慰め役”がいない。

他の労働者は“ライバルの敗走”と眺めている悲惨な状況がある。 

社内には被害者と加害者が混在している。 

トラブルに対して「相談する同僚・仲間がいません」 

・昔は、職場に「第二人事部」的、カウンセラー的役割を果たす調整役がいた 

 

４．反面としての自己犠牲 

・背景にあるのは雇用不安 

我慢すれば助かるとの期待 ―→非正規労働者の無視 

排除されないよう頑張る。 

長時間労働 

体調不良を隠して就労――成果が上がるはずがない 

休職する者は敗北者。戻れない。←―実感として持っている 

他者が休職するのも気にならない。ライバルの脱落 

・本来、体調を気づかうのが同僚、仲間、同士。しかし今、その関係もない。 

・同じ危険が自分にも襲うとは捉えない。その思いを払拭する。そうしないと自分が持たな

い。 

 

５．不安の中での労働 

・労働者は自分なりの方法で自己防衛している 

「上司や同僚の批判を一方的に続ける、暴言を吐く、他者を攻撃する相談者がいます。“い

じめ”が強まるほど、周囲からの意見等を一切拒否して排他的になり、自分の殻に閉じこ

もって自己を正当化します。実は、自己を防衛する手段として相手を排除する方法が批判

や暴言、攻撃なのです。脅威、不安、困惑などの二次的な感情で、「涙が変形した表現」

です。 

だから相手への批判などで自己の正当化を繰り返してもトラブルの本質的原因につい

て言及することはありません。しかしこのような行為を続けることは相手への憎しみを増

し、自己をコントロ－ルできなくなっていきます。 

本質的原因は別にあります。 

お互いが被害者と主張しながら実は加害者でもあったということもあります。 

相談を受ける側は、このような状況が続くことに耐えているのは辛いねと弱音を吐かせ

ます。そしてその弱音に共感します。攻撃的緊張関係が解けると相談者から『本当はこう

して欲しかった、ああして欲しかった』と期待している状況が浮かび上がってきます。 

『現象』が起きる原因を追及することから、紛争の本質を探り当て、脅威、不安、困惑

などを取り除いて解決に立ち向かわせることが可能となります。」 
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６．外資系企業の無責任さ 

・日本は植民地 

労働法を無視。「労働法がない」 

管理職の自己保身 

・日本企業の「外資系的労使関係化」 

・労働者の頭の中にも「労働法がない」 

契約も、権利も義務もない状態 

学校で労働法に触れることがなかった世代が経営者に。特にＩＴ企業の若手経営者 

おなじく渉外弁護士 

 

７．労働安全衛生の視点が労使共にない 

・本来の安全衛生は安全に、安心して働き続けるようにするためのもの 

『傷を愛せるか』 宮地 尚子著 （大月書店 ２０１０年） 

「命綱やガードレールなどの本当の役割は、実際に転落しそうになった人をそこで引き

（押し）とどめるのでは、おそらくない。もちろんそういう役割を果たせるように、強

度を計算して、材質や形が決められ、つくられているのだろうとは思う。だけど、命綱

やガードレールが実際に物理的効力を発揮する機会はない。そこにそういうものがある

から大丈夫だと安心することで、平常心を保つことができる。本来の力を発揮し、もの

ごとを遂行することができる。たいていは、そのためにこそ役立っていると思うのだ。」 

日常生活において、ガードレールの先が危険だとわかったら、ガードレールは安全だとわ

かっても近づかずにその手前で行動して安全を確保する。 

しかし日本の労働者に対する安全基準と使用者の業務指示は、ガードレールに縋りながら

危険な向こう側に身を乗り出す行動をさせてもまだ安全だと主張する。あたかも民法の空

中利用権を援用したような解釈をする。 

cf．長時間労働、ノルマ、過重労働 

「学会では米国の専門家による招待講演もあり、イラク戦争に参加した米兵のＰＴＳＤ

研究の紹介がされていた。講演を聞きながらわたしは、『トラウマ研究は何時から、戦

っても傷つかない人間をふやすための学問になったのだろう』と思った。潤沢な予算が

ＰＴＳＤの予防や治療の研究につぎ込まれることと、平然と戦地へ兵士を送り出すこと

は、米国では矛盾しない。米兵のＰＴＳＤの有無や危険因子は調査され、発症予防や周

期回復のための対策は練られるか、派兵をやめようという提案にはならない。イラクの

人たちのＰＴＳＤについては調査どころか、言及さえない。そのことに違和感をもつ人

はいないのだろうかと周囲を見回すが、みんな熱心に講演に聞き入っている。孤立感を

覚える。」 

会社の講習会も同じ。抵抗力をつけるため。 
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メンタルヘルスケア対策は何時から、過重労働やいじめに遭っても傷つかない労働者をふ

やすための対策になったのだろう 

・会社のメンタルヘルス対策は、使用者が裁判を起こされた時に反論するための証拠づくり

になっている。 

東京商工会議所の今年５月２７日開催の、「企業のメンタルヘルス対策支援セミナーの

ご案内」呼び掛け文。 

「拝啓 ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

近年、ストレスに関連した「過労死(過労自殺)」、「精神疾患等」の労災申請・認

定件数が急増しており、企業は従業員の心の健康(メンタルヘルス問題)」について

も、「安全配慮義務違反」等による高額な損害賠償金の支払いを命じられる判例が

出てきています。また、損害賠償金支払いには至らなくても、メンタルヘルス問題

の対応が不充分な場合、長期間の休職、職場の雰囲気の悪化・労災事故の発生など、

企業経営に損害を及ぼします。」 

労働力の損失の観点ではない ←―ヨーロッパとは違う。リスク管理の視点 

ヨーロッパは、働かない労働者への補償は損失と対応。減らす方針をたてる。 

日本は、傷病休暇制度に追い込む。健保組合の負担。―→赤字の健保が８割以上。 

労働者の身体を心配してではない 

・職場の問題を労使関係で解決するのではなく、第三者・裁判で解決しようとする。 

労使関係が法律になっている。 

裁判は何時かは終了するけど、判決は解決ではない。 

会社がトラブル解決の蓄積がない。また起きる。 

・労働組合は、労働者の健康状態は個人情報として対応、介入しない 

「労働組合は助けてくれない」 

労働組合は職場の労働安全衛生を放棄している。職場環境の問題と捉えていない。 

個人情報として対応しないのは、評価制度に対する姿勢と同じ。 

 

Ⅱ 具体的相談例 

１．「この窓から飛び降りろ」 

２００人の社員を抱える機械の部品製造販売会社の５０代の部長は、生涯ほぼこの会社一

筋で、貢献も多大なものがあり役員からの信頼も厚かった。 

会社の業績が悪化しかけているのに気付いたので、社長に改革案を進言した。すると逆鱗

に触れ、攻撃が始まった。社長との面談では「お前なんか死ね」「この窓から飛び降りろ」

「おれの奴隷になれ」と怒鳴られ、顧客や第三者の前でも同じことを言われた。このこと

が原因で出社拒否症に陥った。 

最終的には裁判所で会社が遺憾の意を表明して合意退職和解となった。 
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部長は献身的に働き続け、会社を愛するがゆえに進言した。しかし社長は自分の方針が否

定された、プライドを傷つけられたと献身的な部下の存在を認めなくなった。会社は、社

長の専有物だった。 

社長の行為が脅迫、人権蹂躙であることは論を待たない。 

部長は進言の検討を期待したが逆襲を浴びた。晴天の霹靂だった。絶対的権力者から労働

者の正義感が理由なく、しかも威力を持って否定されることが繰り返された。役員、同僚

からのサポートもないなかで精神状態のゆらぎを起こし、恐怖からＰＴＳＤに至り、和解

後も体調の回復にはかなりの時間を要している。 

しかし労働相談を受けている仲間たちとの勉強会でこの例を報告すると「うちでも同じこ

とを言われた案件がある」という発言が数件あった。労働者の生命を脅かす発言が平気で

行われている状況がある。 

 

２．１年３ヶ月間、“隔離” 

社員数１０名の輸入卸販売業の課長職は、部長が出向先から戻るとポストを奪われ退職勧

奨をされる。ポストの余剰は明らかなので、丁寧に退職を要請すれば事態は違う展開を迎

えることもできたと思われる。しかし会社は、コミュニケーション能力不足、職務遂行能

力不足、他の課員が嫌がっている等の理由を告げた。このような問題は突然起きることで

はなく、こじつけは明らかである。 

退職勧奨を拒否すると会社は１日中誰も出入りをしない部屋に１人“隔離”して業務を取

り上げた。机の上にはパソコンも電話もない。課長は経営・人事関係の本を持参し、１日

中読書をして過ごす状況が１年３ヶ月続いた。年収も３０％ダウンさせられた。 

朝「おはようございます」と挨拶すると「うるさいから挨拶するな」と言われ、１人分だ

けタイムレコーダーを異動させられた。 

課長は意地でも退職勧奨はしないという姿勢を貫いた。最終的に会社は社長が交代したの

をきっかけとして在職を提案してきた。当該はその段階で気力喪失状態に陥った。 

ユニオンは団体交渉で“使用者の安全配慮義務”を問題にした。過重労働ならぬ「過軽」

労働による精神疾患の罹患も労災認定になった事例（ファンケル事件）をあげ、罹患する

危険性を訴えて回避を要求した。しかし会社は聞き入れない。一度決定したことを覆すこ

とは会社の沽券に関るという態度で「能力不足」を主張し続けた。 

会社の行為は労働者の人権と健康を危険に曝し続けた。社内で他の社員との接触が遮断さ

れたが、社外でも接触する者はいなかった。労働者は会社に勝つためだけでなく、まず自

分に勝ち続けなければならない。労働者が１人で闘い続けることはかなりのエネルギーを

消費する。 

会社からの労働者の労働の期待に対する拒否、人格というよりも存在の否定による孤立は

何をもたらすのか。 
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「孤独感は人間が一番恐怖を感じること」と言われるが、孤独はストレスを生み出すだけ

でなく、自己確認が不可能になり、“自明性の喪失”から“被害念慮”、“被害妄想”と

体調を崩していく危険に曝される。 

 

３．評価制度が評価者の自己防衛手段に 

多くの企業で評価制度が導入されている。「評価規定」は就業規則の一部であり、目標設

定、フィードバック、評価面談、結果通知等の実施は労使双方の義務である。評価結果の

合意が昇給・降給という雇用契約内容の変更に至るからである。 

そして「評価規定」は、目標設定・遂行において労使が共通感覚、共通認識を持つために

必要な機会を保証する。その運用に際してはお互いのコミュニケーションが必須となる。 

しかし「評価規定」が公表されていない、目標設定も一方的に行われている会社も多い。

必然的に評価も一方的となり、その結果として降給、異業種への異動、さらに退職勧奨や

解雇に至る。間接的退職勧奨の手段として低い評価が行われる場合もある。 

労働者は自己の仕事が低いレベルでしか期待されていない、発揮している力に相当した処

遇、報酬が受けられていないという評価の落差を感じた時、ストレスだけでなく混乱に陥

る。そして会社への不信感を増大させる。 

技術開発部員が草むしりを強制させられる、ＳＥが営業部に異動を命じられた、企画部長

が離れた倉庫で在庫管理をさせられたという相談が来た。営業部長が嫌がらせのために新

たに設けた「倉庫番」に異動させられ、時給計算すると１１,０００円という相談例もあ

る。 

使用者による労働者の職能の否定、人格否定・「プライドを傷つける」などの適正配置義

務を欠いた行為は、労働者に「心の傷」の後遺症を残し、問題の解決を困難にする。労働

者が使用者の適正配置義務を要求すると、会社は「労働に貴賎はない」と反論してくる。 

しかし適正配置は、使用者にとっては大きな成果を期待し、労働者にとっては大きな貢献

ができる条件なのである。 

 

４．弱音を吐くことは「負組」ではない 

現場は５０ヵ所、社員全員で３００人かかえるビルメン会社で、１人の労働者が異動させ

られ、そこでさまざまな嫌がらせを受けた。他の労働者は集団で異動してきた労働者を常

日頃の会社への不満のはけ口の対称にしたのである。異動した労働者は具体的にされたこ

とを毎日帰宅するとすぐカレンダーに簡単にだが書き込んだ。数ヵ月後、耐えられなくな

って元の現場の同僚に相談した。 

元の同僚は、会社に直接要求すべきことを同僚への憂さ晴らしで解決している職場の根本

問題は会社にこそある、“いじめ”を見過ごしている現場責任者にも問題があるといじめ

られた労働者を組合に加入させ団体交渉を申し入れた。 
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会社は嫌がらせの事実はないと主張してきた。しかしカレンダーのメモは毎日の出勤体制

とも合致して信憑性があり、否定しきることはできなかった。 

会社と労働組合は緊張関係が続いた。労働組合員は会社に“すき”を与えないように真面

目に業務を遂行した。会社に不満を持つ労働者が加入して組合員も増えた。仲間内では会

社への文句や愚痴を言い合った。 

そのうち、労働組合員の真面目な仕事振りと責任感は会社から評価されるようになった。

会社は業務上で何らかの変更をする際に、まず労働組合に説明をして了承を取ってから進

めるようになった。今、労働組合は職場のチェック機能を果たしている。 

現在の会社における「人間関係」という構造的“いじめ”に対置する労働者からの「人間

関係」の構築が必要となる。そのためには、労働者は困難を１人で捉えこまないで周囲に

助けを求める、競争で疲れ切る前に同僚に弱音を吐くことが必要である。それは決して「負

組」になることではない。同僚も同じ状況にあり、その中から共通認識や信頼関係が生ま

れる可能性は大きくある。仲間同士さまざまな知恵や工夫も生まれてくる。 

逆に「勝組」同士はなかなか仲良くなれないし、「勝組」の素振りをすると仲間ができな

い。 

 

５．相談者に留守番を依頼 

後日に御礼のメール 

「ここも電話してもさらっと流され、さっさと電話きられてしまうんだろうと覚悟して電

話しましたが、残念ながら相談出来る方はいませんでしたが、こちらの一方的な話にも関

わらず、私の話をきちんと聞いてくださった事務の方それだけでも何だか少しスッキリし

ました。その上、私がこれから田舎に帰省するのでまた後日連絡させて頂くと伝えると、

寒くなってきたので体に気をつけて帰省して、ゆっくり休んで来てください、と言って頂

き何だか、気持ちが和みました。ありがとうございました。」 

 

同じようなメール 

「会社で色々あり、何件か相談の電話をしましたが……私の事案はくだらない事なのか、

話の途中で断られたり、相談料の話から始まったりと、先月から心療内科に通院していま

すが、主治医にも、労働基準監督所に相談してみてはとも言われ電話しましたが、とって

も事務的でまともに聞いてもらえませんでした。そしてインターネットで調べて……お電

話させて頂きました。しかし、相談員の方が外出と言う事で受付の方が出られ、少しお話

を聞いてくださり、私の体調に気を使っていただき、お電話でも構わないですしメールで

したら、いつでも大丈夫ですからねとおしゃって下さいました。断られるかと不安に思い

電話しましたが。こんな風に言って頂けて嬉しかったです。……最後にお身体気を付けて

下さいねと、言ってくださったのには、涙でました。」 

相談者は、自分の思いを他者に話すことで問題の半分ぐらいは解決すると言われる。 
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６．５年前に就職した会社で、いじめの後退職強要をされたことが今もトラウマになっている

という方からのメール相談。 

相談を受ける側は対処方法が見つからない。 

メールはちゃんと読んだというメッセージの後に次のように回答。 

「この後どうするかということでは、取れる手段が多くない中で、過去の経験を今後に生

かすという方に意識を切り替える必要があると思います。そうすることは泣き寝入りをす

るということではありません。経験を生かして成長するということです。そして退職強要

を含めて、この後同じようなことがあったら、無理をしない、すぐに声を上げるという気

構えを持つことです。これが本当のセーフティーネットです。」 

後日お礼のメール。 

「ありがとうございます。 

今まで、××での体験がトラウマになって、自信を持って仕事をすることができませんで

したが、メールをいただいて、前向きに考えてみようと思えるようになりました。」 

 

Ⅲ おわりに 

「心的外傷後ストレス障害では『ストレスの原因が人為的なものの場合、障害はより重

く長期にわたるようである』と書かれている。人間は、好かれたい、愛されたい、自信

をもって生きてゆきたいと切望している。意図的で明白な他者の敵意と攻撃は、ほかの

なによりも人間の自己イメージを傷つけ、自信を損ない、世界は意味のある理解できる

場所だという安心感をぐらつかせ、しまいには精神的・身体的な健康さえ損なうのであ

る。…… 

人間の心に恐怖と嫌悪を打ち込むのは、病気や事故による死や負傷ではなく、同じ人

間による個人的な略奪や破壊行為のほうなのだ。」（デーヴ・グロスマン著『戦争にお

ける「人殺し」の心理学』） 
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いじめとメンタルヘルス       ２０１１年１１月２６日 

 

１ 東京都の労働行政（組織）の変遷 

１９４５年１２月 警視庁勤労部から東京都に移管、民生局勤労部の所管となる。勤労署に労

政課が設置、労政業務を開始する。 

１９４６年１２月 組織改正で民生局勤労部は労働局に昇格、勤労署は労働局の所管となる。 

１９４７年３月労政局長通ちょう（厚生省１５７号「都道府県労政事務所の設置について」）、

４月東京都告示第２１２号により労政事務所が設置される。 

１９４７年９月 労働基準法の制定に伴い、東京都告示第３９９号により、監督関係業務を労

働基準監督署に移管する。 

１９４９年４月 労政事務所の統廃合で１７ヶ所が１２ヶ所となる。 

１９５５年   中小企業労働相談所を併設する。 

１９６９年４月 労働相談主査を設置し、中小企業相談所を廃止する。 

２００４年４月 東京都労働相談情報センター設置条例により、東京都労働相談情報センター

と東京都労働相談情報センター大崎事務所、池袋事務所、亀戸事務所、国分

寺事務所、八王子事務所となる。 

２００９年４月 組織改正で事業普及係・相談調査係・組織調査担当係長を設置する。 

 

２ 現在の労働相談の体制（組織･人員等は別紙による。） 

① 通常の相談 月～金曜日 ９時～１７時（センターと各事務所で来所相談と電話相談） 

② 夜間相談  月～金曜日 １７時～２０時（センターで来所相談と電話相談） 

③ 土曜相談  土曜日   ９時～１７時（センターで来所相談と電話相談） 

④ 外国人相談 （通訳） 

⑤ 民間相談員による相談 （弁護士等） 

⑥ 心の健康相談 （臨床心理士、産業カウンセラー等） 

 

３ 労働相談の概要 

① 労働相談の推移  

 

 

② あっせんの推移  

 

 

③ 相談項目と分析（２０１０年度） 

１ 退職の相談（９，２０８件）勧奨４０．８％、強要１３．１％、不受理、急な退職 

２ 解雇の相談（８，３０３件）普通４８．４％、整理１６．８％、中途解約、懲戒 

３ 賃金不払の相談（７，２８０件）定期５２．４％、時間外３０．７％ 

４ 労働契約の相談（７，０６３件）条件相違１４．６％、書面無、内定・取消し 

５ 職場の嫌がらせの相談（７，０４９件）上司６０．３％、同僚２０．８％ 
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４ 東京都のいじめ・メンタルヘルス等に関する相談・取り組み 

１９８９年２月 「セクシャルハラスメント」を相談項目に指定して相談を行なう。 

１９９５年４月 「職場の嫌がらせ」を相談項目に指定して相談を行なう。 

１９９９年３月 「職場におけるいじめに関する労働相談事例集」発行 

       （１９９５年度～１９９７年度の３年間の「職場のいじめ」に関する相談を分

析した。規模別、業種別、動機・リストラがらみ・労働強化・人事労務政策

の変更による職員間の競争の激化・職場の人間関係、事例等） 

２００１年３月 「職場のいじめ－発見と予防－」発行 

       定義「職場（職務を遂行する場所全て）において、仕事や人間関係で弱い立場

に立たされている成員に対して、精神的又は身体的な苦痛を与えることにより、

結果として労働者の働く権利を侵害したり、職場環境を悪化させたりする行

為」 

２０１１年１１月 「職場のいじめ－発見と予防－」（改定）発行 

１ 「職場のいじめ」とは何か？ 

① 定義 

② 労働相談・調査 

③ 背景 

④ 裁判例から見る類型（退職強要型、人間関係型） 

⑤ 加害者・使用者の法的責任 

２ 「職場のいじめ」の防止・対応  

① 防止の視点 

② 影響 

③ 企業の取り組み 

④ 実際に起こってしまったら 

⑤ 対応の流れ 

⑥ 職場環境整備による再発防止の取り組み 

⑦ 労働組合の役割 

 

５ ２０１０年度「職場の嫌がらせ（７，０４９件：１３．５％）」に関する労働相談（特徴

と傾向） 

① 年々増加、２００９年度から７千件を超える。 

② 男女別では、女性の相談（３，６５９件：５１．９％）が比較的多い。男性の相談（３，

３９０件：４８．１％）。（全体では男性２８，１６８件：５４％、女性２４，０２８件：

４６％） 

③ 労使別では、労働者の相談（５，４３４件：７７．１％）が多く、使用者の相談（１，２

４２件：１７．６％）は少ない。 

④ 産業別では、「サービス業」（２，０４０件：２８．９％）、「医療、福祉」（７８９件：１

１．２％）が多い。一般の相談（サービス業：２２．７％、医療、福祉：７．６％）と較

べても多い。 
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⑤ 規模別では、「３００人以上」（１，７２５件：２４．５％）、「３０人未満」（１，４０６

件：２０．０％）、「３０～９９人」（１，１７３件：１６．６％）、「１００～２９９人」（１，

０９０件：１５．５％）なっている。一般の相談と較べると「１００～２９９人」（８．

５％⇒１５．５％）、「３００人以上」（１６．０％⇒２３．５％）、「３０～９９人」（１１．

１％⇒１６．６％）が多い。 

 

６ ２０１０年度「セクシュアルハラスメント（１，９４７件：３．７％）」に関する労働相

談 

① 地位の利用が多く、ダメージは大きい。 

② 男女別では、女性の相談（１，２１０件：６２．１％）が多い。男性の相談（７３７件：

３７．９％）。 

③ 労使別では、労働者の相談（１，１９９件：６１．６％）が多い。使用者の相談（４３９

件：２２．５％）。 

④ 産業別では、「サービス業」（７４０件：３８．０％）、「情報通信業」（３２６件：１６．

７％）が多い。一般の相談（サービス業：２２．７％、情報通信業：６．８％）と較べて

も多い。 

⑤ 規模別では、「３０人未満」（７４９件：３８．５％）と「３００人以上」（５５４件：２

８．５％）が多い。一般の相談（「３０人未満」２４．５％、「３００人以上」１６．０％）

と較べても多い。 

 

７ ２０１０年度「メンタルヘルス（５，３０３件：１０．２％）」に関する労働相談 

① 退職強要、いじめ・セクシャルハラスメント、責任と長時間労働等を原因としている。 

② 男女別では、女性の相談（２，８７３件：５４．２％）（全体では女性は４６％）が多い。

男性の相談（２，４３０件：４５．８％） 

③ 労使別では、労働者の相談（３，７６８件：７１．１％）が多い。使用者の相談（１，１

７９件：２２．２％） 

④ 産業別では、「サービス業」（１，８５２件：３４．９％）、「製造業６５７件：１２．４％」、

「情報通信業」（６４６件：１２．２％）が多い。サービス業と情報通信業は一般の相談

（サービス業：２２．７％、情報通信業：６．８％）と較べても多い。 

⑤ 規模別では、「３００人以上」（１，７０２件：３２．１％）、「１００～２９９人」（９９

６件）、「３０～９９人」（９２７件：１７．５％）が多い。一般の相談（「３００人以上」

１６．０％、「１００～２９９人」８．５％、「３０～９９人」１１．０％）と較べても多

い。 

 

８ 東京都の労働相談の特徴 

① 東京都という行政に対する信頼で多くの相談が寄せられている。また、他の行政機関（区・

市役所（窓口紹介やくらしのガイドなど）、ハローワーク、労働基準監督、他）や法テラ

ス、人権擁護委員会、労働組合、経営者団体、ＮＰＯ、弁護士、医療・福祉機関などから

紹介された相談も多い。最近はウェブで見たという相談者も多い。 

② 月曜日から金曜日まで９時～１７時、センターでは２０時まで受けている。土曜相談（９
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時～１７時）も行なっている。 

③ 経験を積んだ職員が相談を受け、労使紛争などのあっせん調整を行っている。 

④ 東京都は労働情勢調査、労働情勢懇談会、経済調査、労働組合基礎調査、セミナー、資料

等を通じて地域の労働行政機関・法テラスや労使団体などとの連携を図っている。 

⑤ 長い歴史の相談・あっせん、資料・情報提供は、利用者や関係者の信頼を得ることに通じ

ている。 

⑥ 権限行政（労働基準監督）ではないので、サービス行政としての幅広い調整能力が求めら

れている。 

⑦ 労使間のあっせんが、背景の把握や理解、具体的な調整・解決能力を高めている。 

⑧ 事実という認識は労使で異なることが多いが、得られる情報の中でそれぞれの将来のため

に、サービス行政として相談・あっせんを行っている。 

⑨ 行政という信頼関係で、労使から本音の相談を受けることができる範囲が広い。 

⑩ 労使双方の立場や意見を尊重して、多用な解決・整理を模索している。 

⑪ セミナーや相談資料・ビデオ・ＤＶＤ等も労働相談・あっせんで活用している。  

 

 

【報告】 
９ 労働相談の事例から 

① セクシャルハラスメント相談の事例（別紙） 

 

 

 

 

② いじめ相談の事例（別紙） 

 

 

 

 

１０ 相談・あっせんのすすめ方（私の場合）労働組合と相談センターの類似と相違、他  

① 法律等の説明は相談の端緒で、本当の相談はその先にあると思う。何を要求することがで

き、どうすれば実現できるのか、ということが相談の目的だと思う。  

② 相談者と真摯に向き合う。相談者の支え、傷ついたこと・・・、相談者から学べなければ、

相談者から信頼されず本音の話を聞くことができない。相談者から学ぶことが一番大切な

相談の第一歩だと思う。 

③ 相談者は、基本的に弱い立場で孤立して支援者を得られないことが多い。恐怖と怒りの感

情をもっていることが多い。また、状況や原因、課題を理解できないことが多い。炎症し

ているときは静かな時間が必要。相談者にとって何が必要なのかゆっくり考えてもらう。 

④ 相談者が被害状況を書くこと話すことは、不快な感情の繰り返しになっていることを理解

する。また、ひどい言葉は相手の品性の問題であり、記録できたら有力な証拠ともなると

伝える。 
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⑤ 病気は必要があって生じた心身の支障と考えている。 

⑥ 相談者の努力や実績、誇り、よろこび、笑顔に共感する。相談者から話して気持ちのいい

ことを聞くことができると、相談員も気持ちが楽になっていい関係で相談を継続できる。

相談者の努力に期待する。相談の締めは明るい話で次回につなぐ。 

⑦ 相談者よりも低い声で、穏やかに、ゆっくり話をする。ゆっくり話を聞く。 

⑧ 自分の声、話すこと、書くことは、自分自身へのメッセージ。好きな自分、誇りのもてる

自分自身を表現する言葉を大切にする。 

⑨ 相談者への返信メールには、ありがとうという気持ち、言葉を書いている。否定的な言葉

はできるだけ使わない。 

⑩ 相談者には、安心できる人、自分を評価してくれる人、大事に思ってくれる人との穏やか

な時間を大切にしてもらう。自分自身が楽になる考え方をすすめる。嫌な人とは空間も時

間も離れることをすすめる。 

⑪ ＩＣレコーダーは自分自身の品性を保つためのもの。人を貶めることは自分自身を貶める

ことである。 

⑫ 相談者へのアドバイスは６０歳を過ぎた自分自身もできない難しいことであること、それ

でも努力していることを伝える。また、不得手や劣等感が今の自分自身を支えてことを話

すこともある。 

⑬ 相談員は、時代背景や経験、立場などを背負っている。（労働組合に教えられていた。）自

分自身の労働に関する価値観は多様性に一つと認識する。 

⑭ 自分の職場での自分自身の取り組みは相談の財産になっている。また、自分の身体で感じ、

考え、悩みながら試行錯誤、実践してきたことは経験となる。 

⑮ 自分自身の自己肯定感、幸福感は相談を支えている。（つらい気持ちへの共感性は低い。） 

⑯ 相談の背景をできる範囲で実感・把握する。（現場にアプローチ、現場の写真、他） 

⑰ 相談者の要望と取り組み方を調整する。相談者の人的・技術的・経験的な財産を生かす。 

⑱ 一人の相談員では支えられないので、多くの人に助けてもらう。（職場の内外の支持・応

援をいただく。先輩・同僚・後輩、上司、組合、弁護士、神父や牧師だって、他） 

⑲ 知識と経験が少ないので、先輩やネットワークの智慧と応援を頼りにしている。ネットワ

ークは具体的な労働相談・あっせん等を通じた人間の信頼関係だと思う。 

⑳ 相談に関する経過と要求の内容、課題、関係資料の収集・整理、相談概況の作成など相談・

あっせんの準備をきちんとする。 

21 話し合いのルールは敬意。聞く気持ちがないと話し合いという行為はなりたたない。 

22 うまくいかないこともある。悪くなった関係を何とか治まる関係になることは大変なこと。 

23 労働相談にこれという正解はないと思う。生き方、価値観の選択であり、何をもって解決・

整理とするかは相談者が決めること。（相談・あっせんは互いにとって気持ちが楽になる

考え方を模索する営みでもあると思う。） 

24 相談者が大切にしてきた生き方、考え方、働き方などを相談・あっせんで生かしたい。 
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１１ 解決・整理の内容（別紙） 

① 職場復帰について 

  プログラムや体制の柔軟性、もっとも大切なことは安心。  

  「がんばっているね」  

 

② 職場環境の整備について 

安心できる人間関係と仕事の柔軟性  

 

③ 謝罪と感謝状について（退職の場合） 

誇りや自信、よろこびは本人の努力の結果。でも、評価する人も必要。  

具体的に努力してきたこと、工夫してきたことを表現する。 

 

④ 解決金、特別退職慰労金について 

 

 

⑤ 雇用保険、労災保険、健康保険、厚生年金、源泉徴収票について 

相談者の生活を支えるものはたくさんある。 

 

⑥ 確認書、合意書等について 

 

 

⑦ その他  
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2011 年 10 月 

報道各位 

 

ちょっと待てよ 

長時間労働を軽視する精神障害の労災認定基準の改正 

 
 

東京都江東区亀戸 7-10-1Ｚビル 5 階 

全国労働安全衛生センター連絡会議 

メンタルヘルス・ハラスメント対策局 

         本件担当 川本 浩之 

電話 045-573-4289 FAX045-575-1948 

        Email: kawahiro@jca.apc.org 

 

東京都新宿区三栄町 6 小椋ビル 402 

いじめ メンタルヘルス労働者支援センター 

代表 千葉 茂 

 

 

 現在、厚生労働省が、心の病気の労災認定基準である「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断

指針」（以下、「判断指針」という、資料１）の改定作業を進めています。1年間にわたって同省の「精神障害

の労災認定の基準に関する専門検討会」（以下、「専門検討会」という）が開催され、いよいよ、次回 10月 21

日の会議で報告書案の検討を行う段階になっています。私たちは随時傍聴し、必要に応じて申し入れ等も行っ

てきましたが、判断指針の一定の改正が予想されるものの、議論や内容が不十分な点も多々見られます。改正

予定部分と併せて、多くの労働者に問題点を広く報道してくださるよう、お願い致します。 

 

 

＜改正点＞ 

１ セクハラについてストレス評価を変更すること 

 

 既に報道されている通り、専門検討会はセクシュアルハラスメントに関する分科会を設けて 6月末に報告書

がまとめられた。それを受けて専門検討会も、強姦や本人の意思を抑圧して行われたわいせつ行為を「特別な

出来事」と位置付け、身体的接触を含む継続したセクハラや、発言のみでも人格を否定し継続してなされた場
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合、会社が適切な対応をとらなかった場合などについても、心理的負荷強度を「強」として、業務上と提案し

ている。 

 

２ 恒常的な長時間労働と具体的な出来事を総合的に評価して業務上と判断すること。（資料２） 

 

 心理的負荷を受けた出来事が複数ある場合の評価をどのようにするかについて、専門検討会でも議論が行わ

れた。とくに恒常的な長時間労働を伴う場合においては、3つのパターンに類型化して業務上認定の評価を行

うことが提案されている。 

① 心理的負荷強度が「中」の出来事の後に月 100 時間程度の時間外労働が認められる場合 

② 月 100 時間程度の時間外労働が認められた後心理的負荷強度が「中」の出来事の後すぐに発症した場合、 

③ 心理的負荷強度が「弱」の出来事の前後に月 100 時間程度の時間外労働が認められる場合 

 

（注）現行の判断指針では、心理的負荷評価表に例示した出来事の心理的負荷強度をⅠ～Ⅲに当てはめた上で、

それを修正して、総合評価で弱～強と評価することになっている。今回の改正案では、それを簡略化して、表

そのもの心理的負荷強度を弱～強にしている。それによると、「中」の例としては、「会社で起きた事故（事件）

について責任を問われた」「配置転換があった」などであり、「弱」の例としては、「勤務形態に変化があった」

「部下が減った」など。詳細は資料１および２の心理的負荷評価表を参照。 

 

＜問題点＞ 

 

１ 長時間労働の評価があまりにもずさんである（資料２） 

  

まず、発症直前の 1ヶ月におおむね 160 時間を超えるような時間外労働を行った場合には、 特別な出来事

と評価して、それだけで業務上とすることが提案された。今までは「数週間にわたり生理的な最小限度の睡眠

時間を確保できないほどの長時間労働」とだけ記され、数字が明らかではなかった。休日の取り方にもよるが、

月に時間外労働が 160 時間に達してなくても、通勤時間が長いことなども考えると、最少限度の睡眠時間など

到底確保できない。週 40 時間の法定労働時間、すなわち月 160 時間の 2倍にあたるとてつもない数字である。

なぜ 160 時間なのか、詳細な検討は専門検討会でも全く行われていない。 

 そして、月 80 時間の時間外労働を強度「中」の出来事とした上で、「強」＝業務上になる例として、発症前

2ヶ月間に 1月あたり 120 時間以上の時間外労働もしくは 3ヶ月間に 1月あたり 100 時間の時間外労働をあげ

ている。長時間労働の継続期間を総合評価の視点として取り入れること自体は評価できるが、なぜ 2ヶ月 120

時間以上、3ヶ月 100 時間以上なのか、やはり詳細な検討は専門検討会では行われていない。 

 ちなみに「仕事量の大きな変化」として、「時間外労働が倍以上になり、1月あたりおおむね 100 時間以上

となる」場合も「強」になる例としてあげられているものの、例えば日常的に 80 時間に上る時間外労働をし

ている人が、1 ヶ月間 120 時間の時間外労働をした場合は、機械的に数字を当てはめれば業務上とならない。

一方で、日常的には多くて 40 時間程度の時間外労働の人が、1か月間 100 時間の時間外労働をした場合には

業務上になり得る。 

 このような矛盾した基準の背景には、「長時間労働だけで業務上と認めるのは反対」という山口浩一郎委員
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のような意見がある。彼は上記セクハラ分科会では座長も務め、労働政策研究・研修機構の理事長も務めてい

るが、実は労働現場の実態をほとんど知らないようだ。専門検討会では、「地方公務員は 5時で帰るから少々

認定基準が甘くてもいいが、民間はそうはいかない」と発言。地方公務員が残業をしないとか、精神疾患が 公

務災害として認められやすいというは全くの誤りであり、議事録からは該当発言全体が密かに削除された。 

  

＜私たちの提案＞ 

 

１ 月 100 時間の時間外労働を心理的負荷強度「強」として評価して業務上とするべきである。（資料３） 

 

専門検討会で報告された「ストレス評価に関する調査研究」（夏目誠ら）において、長時間労働のスト

レス点数は、1 ヶ月に 120 時間以上 140 時間未満の時間外労働が 6.1、1 ヶ月に 100 時間以上 120 時間未

満の時間外労働は 5.8 という結果であった。ストレス点数と現行の心理的負荷評価表の強度評価は、お

およそ対応しており、例えば「重度の病気やケガをした」は点数が 6.2 で強度Ⅲ、「会社の経営に影響す

るなどの重大な仕事上のミスをした」は点数が 5.8 で強度Ⅲに位置付けられている。夏目氏らの調査研

究は、2002 年と 2006 年に国の委託を受けて行われ、その成果の一部が 2009 年の判断指針改正にも活か

されたものである。今回も、ぜひその成果を判断指針の改正に活かすべきである。 

 

＊、脳・心臓疾患の労災認定基準においても、発症直前に 1 ヶ月 100 時間の時間外労働があれば業務上

となる。さらに発症前 2 ヶ月間で 160 時間、3 ヶ月間で 240 時間（半年間まで同様に 1 ヶ月あたり 80 時

間の時間外労働）の時間外労働があれば労災になる。この労災認定基準改正時には、時間外労働が健康

に与える影響についての検討が詳細に行われた。心の病気においても、現実を知らない委員の発言を削

除して事足れりとするのではなく、きちんと議論をすることも私たちは求めてきた。 

 

資料１ 現行の精神障害の労災認定基準のパンフレット 

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/rousai/dl/040325-15.pdf 

 

資料２ 

第９回精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会（2011 年 9 月 8 日）の資料から 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001nhz9-att/2r9852000001ni2w.pdf 

 

資料３ 

第 5回精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会（2011 年 4 月 14 日）の資料から 

ストレス評価に関する調査研究（平成 23 年 3 月）（抄） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001492p-att/2r9852000001496m.pdf 

ストレス評価に関する調査研究結果と「心理的負荷評価表」における平均的強度 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001492p-att/2r9852000001496x.pdf 
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2011/11/22

1

第２２回全国労働安全衛生センター総会

福島第一原発事故と労働者
被ばく問題

中地 重晴

熊本学園大学社会福祉学部

東北関東大地震と福島原発事故

• 最大規模（Ｍ９．０）の地震と津波による被害

• 発生した津波は想定外の大きさというが、過去（１１００
年前）に起きたという研究報告あり

• 福島原発は地震後、緊急停止したが、破損、電力喪失
による核燃料の冷却不能状態に陥る

• 多重防護、フェイルセーフシステムが崩壊した

• 自衛隊、消防庁など外部からの放水でかろうじて、冷却

• 燃料棒露出によるジルコニウムと水蒸気が反応し、水
素が発生、爆発

• 一部燃料棒破損（炉心溶融）による放射能の放出

2

今回の事故について
• 安全神話の崩壊

• ①「冷やす」に失敗

• 緊急冷却装置ＥＣＣＳが作動せず

• ②「閉じ込める」に失敗

• 格納容器保護のために、意図的に放射性物質の混じる
蒸気を放出（ベント）

• 冷温停止作業のために高濃度汚染水を太平洋に放流

• 「五重の壁」はすべて破れた 燃料ペレット、燃料被覆管、
原子炉圧力容器、格納容器、原子炉建屋

3

工程表の進捗状況

• 冷温停止時期を１か月繰り上げ

• ステップ２を年内(１２月中）に終えると発表

• １号機に放射能飛散防止カバーの設置

• 緊急時避難準備地域の解除ー避難者の帰
宅は進んでいない

• 高濃度汚染水の処理は継続

• 放射能汚染物除去対処特措法の制定で除染
作業の開始

5

中長期目標の公表
（原子力委員会中長期措置検討専門部会）

• ２０１１年末 冷温停止状態を達成 廃炉作業本格化

• 原子炉建屋の除染、がれきの撤去

• 燃料取出しクレーンの設置

• ２０１４年まで 燃料プールから燃料取出し開始

• 格納容器の補修、冠水、炉内調査

• ２０２１年まで 原子炉から燃料取出し開始

• 燃料取出し完了 原子炉解体などを開始

• ２０４１年以降 廃炉完了
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7

１～３号機のメルトダウンの状況は不
明のまま

8

放射能汚染によって避難させられている地域

9

福島原発の今後の課題

• ①絵に描いた餅の「工程表」

• ②多くのジレンマ（注水量と格納容器圧力増
加、汚染水漏えい量など）

• ③困難な排水作業

• ④海の汚染拡大防止

• ⑤放射能汚染土壌の処理・処分・土地の放棄

• ⑥余震の脅威

• ⑦再臨界の危険性

• ⑧廃炉の問題

10

他の原発の動き（１）

• 関電大飯３号 １０月２８日ストレステスト報告書提出

• 内容：想定地震（７００ガル）の１．８倍まで耐えられる

• １３７２ガルを超えると自動停止に失敗する

• 想定津波（２．８５ｍ）の４倍まで耐えられる

• 全電源喪失後、１６日間(想定５時間)冷却可能

• 外部専門家の意見聴取会の開催

• 評価、判断にＩＡＥＡに協力依頼

• 最終的な判断に数カ月かかる 来年夏に間に合うかは
微妙

他の原発の動き（２）

• 玄海原発のやらせメール問題

• 九州電力の報告書提出で紛糾

• 第３者委員会の検討結果を部分的にしか盛
り込まず

• 佐賀県知事の関与否定、かばう

• 社長の辞任撤回、役員の引責なし

• 国が不快感を示したため、再検討中ー全面
書き直しに九州電力は抵抗
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東京電力による賠償金の支払い開始

• 東電が計画避難にかかる経費の支払い基準
を公表

• 原子力損害賠償仲裁センターの設立、運用
開始

• 賠償金の支払い開始

• 補償申請書類が難解で膨大なため、簡易な
ものに見直した

13

土壌汚染マップの公表
文部科学省８月３０日付

• 大阪大学等全国の大学の協力による汚染土
壌の実測結果の公表

• 半径１００ｋｍ圏内２２００か所で表面５cmの
土壌を採取、ゲルマ検出器で測定

• 福島市から那須塩原市にかけて、国道４号
線・東北自動車道沿いの汚染が明確に

• 航空機によるモニタリング結果と同様の傾向
を確認した

14

15

航空機による土壌汚染モニタリング

• 文科省が各県ごとに公表始めた

• 東京神奈川、福島西部、埼玉千葉、栃木、茨
城、秋田新潟、宮城、群馬

• 最新 １０月１２日付秋田新潟県の調査

汚染地域は拡大していくのか

18
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一般人の許容線量を２０ミリシーベル
トでよいのか

• ３月１２日（１号機水蒸気爆発）と１５日（３号機爆
発、４号機火災）の爆発等によって、放射能は広
範囲に飛散した

• 半径３０ｋｍ圏内を超えて高濃度汚染地域が存在
する（飯館村等）

• 計画避難の目安として２０mSvが提案されている
が、非常に高い（ゴフマン報告をもとにすれば、２０
０人に一人の発がん確率）

• 子供や妊婦などについては配慮すべき

19 20

深刻な労働者被ばくの現状
許容被ばく線量の改悪に歯止めを

• 通常時、２０ミリシーベルト/年（５年で１００ミリシーベ
ルト）

• 緊急時ということで、５０→１００→２５０ミリシーベルト
に変更

• １００ミリシーベルト浴びれば、今後４年間は作業に着
けない ２５０なら長期間、作業に着けない

• ２５０ミリシーベルトは急性影響の出る下限値なので、
深刻な状況がでてくるかも

• 新規従事者については、１００ミリシーベルト/年を適
用

21

作業員の労働条件、環境について

• 過酷な作業現場でよくやっていると考えられる

• ①停電による暗闇状態と働かない計器類のため、プラン
トの状態把握がいまだに不可能、困難

• ②高温、多湿、高放射能の過酷な作業環境と作業性を
阻害する重装備

• ③体育館での集団生活など休養が取れない、栄養不足
の住環境、若干改善されたようだが

• メンタルヘルス対策などが必要に

• 当初、４千名を超える内部被曝の報告、原子炉周辺で被
ばくか、現在は問題ないか不明

22

実際作業できるのか

• ２号機の原子炉建屋内は５０ミリシーベルト/時

• ３号機は１６０～１７０ミリシーベルト/時

• １回の作業での被ばくを１０ミリシーベルトに抑
えると仮定し他場合：

• ２号機では１２分、３号機では４分しか入室、作
業ができない環境にある

• 強いられる高被ばく、縮められる命の問題

• 作業できる労働者の数に限界あり

• 他の原発の定検、廃炉要員の確保が課題に
23

外部被ばくによる許容線量

• 労働者：５年で１００ｍＳｖ（２０ｍＳｖ／年）
• 緊急時なので、２５０ｍＳｖに切り上げ
• 新規従事者は、１００ｍＳｖに変更
• 一般人：１ｍＳｖ（ミリシーベルト）／年
• 緊急時なので、２０ｍＳｖに切り上げ

• 除染作業の要件では追加外部被ばく１
ｍＳｖに

• 根拠は１Ｓｖで０．０５の発がんリスク増加
• 、２万人に１人の発がんリスク増加

• 切り上げで、千人に一人、ゴフマンによれば２
００人に一人の発がんリスクに相当

24
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震災がれきの受け入れが社会問題に

• 地震の被害が大きく、がれきの発生量が多く、東北３
県での処理は無理

• 特に、福島県の避難地域では、倒壊家屋の解体処理
が進んでいない

• がれきに放射能汚染していることに対する市民の過剰
反応ー京都大文字の送り火、川崎市抗議電話など

• ８月８日付けＡＥＲＡ記事で受け入れ自治体名公表

• がれき堆積場での火災の発生が頻発し、処理を急ぐ
必要あり、国が再調査実施

25

ＡＥＲＡ８月８日号掲載の震災廃棄
物受け入れ表明自治体 約５７２

• 【大分】佐伯市、豊後高田市、豊後大野市、国東市、別杵
速見地域広域圏事務組合

• 【福岡】宮若市外二町じん芥処理施設組合、筑紫野・小郡・基山清掃施設
組合、北九州市、八女市、糸島市、甘木朝倉三井環境施設組合、うきは市
【長崎】県央県南広域環境組合、五島市、東彼地区保健福祉組合、長崎市

【熊本】熊本市、大牟田・荒尾清掃施設組合、天草市、山都町、天草広域
連合、水俣芦北広域行政事務組合、阿蘇広域行政事務組合
【宮崎】都城市、延岡市、串間市、えびの市、宮崎市

【鹿児島】伊佐北姶良環境管理組合、南薩地区衛生管理組合、大隅肝属
広域事務組合、霧島市、いちき串木野市、鹿児島市

26

震災廃棄物の処理方針について
• 今回は阪神大震災と同様に、災害廃棄物とし
て、国が処理費用を全額（補助金９７．５％交
付税２．５％）負担する

• がれきを撤去後、仮置きして、分別して処分
している

• 木質系、コンクリがら、金属くずなど

• 極力分別、リサイクルをめざしている

• 地元自治体の処理能力には限界がある

27

震災廃棄物の発生量

• 宮城県で約１６００万トン、岩手県で約６００万トン、
福島県で約２９０万トン、計約２４９０万トン（４月末の
推計）

• それ以外に茨城県や千葉県の津波や液状化などの
被害による廃棄物が約１００万トン、５県合計約３００
０トン

• 宮城県はヘドロ等の堆積物は災害廃棄物より多い
約２５５６万トンと推定している

• 放射性汚染廃棄物は推計できず

28

29
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放射性廃棄物の広域処理
• 福島県を中心とした震災廃棄物には放射能汚染の可
能性が高い

• 災害廃棄物安全評価検討会（非公開・８回開催）で検
討

• 東京等での焼却灰や飛灰中にセシウムが高濃度に含
有する場合あり

• 下水汚泥の焼却灰のレベルが高い

• 被災地域外での広域処理をしないと震災廃棄物の処
理が滞る

• 行政間協定で事前に了解している場合もある

31

広域処理の推進に関するガイドライン
（環境省８月１１日付）

• 木くず等の可燃物は十分な排ガス処理設備が設置
されていれば、焼却は可能

• セシウムが８０００ベクレル／ｋｇ以下の主灰は一般
廃棄物最終処分場での埋立は可能（労働者の外部
被ばくは１ｍＳｖ／年以下に抑えられる）

• セシウムが８０００ベクレル／ｋｇを超える場合は国
による安全性が証明されるまで、処分場内で一時保
管する

32

放射性汚染物対処特措法の制定

• 廃棄物と汚染土壌の除染物が対象

• 廃棄物の処理実施主体は３通り

• ①原発内は東電

• ②高濃度汚染物は国

• ③低濃度汚染物、汚染なしは市町村

• 低濃度は廃棄物処理法の対象内に加えたうえで、
基準値以下であれば、市町村が処理できる

• 基準値が８０００なのか１０万ベクレル/kgなのかが
問題

33

廃棄物の処理、除染措置の主体

34

震災がれきの受け入れ自治体再調査

• 環境省が１０月７日付けで、震災がれき処理の
協力自治体を再調査

• １０月２１日締め切り

• 自治体名公表で市民の反対意見続出可能性あ
るので、調査結果未公表を条件に実施

• 協力自治体大幅に減少

• 読売新聞の調査では九州山口では３自治体
(北九州市など）のみ受け入れ表明

• 東京都のみ、受け入れ推進、宮城県、岩手県と
協定締結

東京都の震災廃棄物の受け入れについて

• 東京都・宮城県・（財）東京都環境整備公社が協定を締結

• 宮城県からの廃棄物の種類・放射能測定結果をもとに、
宮城県女川町石浜の災害廃棄物破砕選別場のごみを受
け入れ

• 木くず等 約９５，０００トン 廃プラスチック約５，０００トン

• 石巻広域処理センターの流動床式溶融炉で試験焼却した
（焼却灰２３００、２２００Ｂｑ/ｋｇ 排ガス不検出）

• 都内自治体焼却炉と産廃業者（能力１００トン/日以上）を
公募、発注

• 同様に岩手県宮古市の災害廃棄物を産廃業者に公募

• （試験焼却結果 焼却灰１３３，１５１Bq/kg）
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参考 東京都の焼却炉実績

• 東京２３区一部事務組合 ２０施設

• セシウム 平均値３００５ベクレル/ｋｇ

• ９７４～１２９２０ベクレル/ｋｇ

• 多摩地区市町村一部事務組合 １７施設

• 平均値１７８１ ３３１～３４０９ベクレル/kg

• 産廃処理業者 １３業者

• 平均値１０３２ ５５～４２６０ベクレル/kg

放射性汚染物対処特措法について
基本方針の検討

• 震災廃棄物の広域処理の推進

• 一般廃棄物の最終処分場への受け入れ容認

• 土壌の除染処理の推進

• 避難区域、計画避難区域等を除染特別地域
に指定

• 追加被ばく線量年間１ミリシーベルト（０．２３
マイクロシーベルト/時相当）以上の地域の除
染をめざす→各市町村等で除染計画作成

土壌の除染に向けた工程表の公表
（１０月２９日環境省）

• ２０１２年１月 本格除染開始 １ミリシーベル
ト/年以上を対象に

• 仮置き場での保管(３年程度)市町村、地域
ごと

• ２０１５年１月めど 中間貯蔵施設への搬入開
始 福島県内で１か所 ３０年程度

• ２０４５年ごろ 福島県外で最終処分

土壌の除染作業について

• 除染対象土壌 福島県内１５００～２８００万㎥

• 仮置き場 各市町村。コミュニティごとに

• 中間貯蔵施設用地(未定) ３～５ｋ㎡

• 最終処分場は県外に(未定)

• 福島県外 ９都県（岩手、宮城、山形、茨城、
栃木、群馬、埼玉、千葉、東京か？）

• 約１４０万～１３００万㎥

• 既存の最終処分場で対応する

除染作業に伴う労働者被ばくに要注意

• 来年以降、除染作業が本格化

• 自治体施設の除染に関して、自衛隊（３００人程
度）の災害派遣を適用

• 地元企業を優先に土建業に、除染作業を発注

• 一定レベルの被ばくは確実

• ３μＳｖ/時に８時間・２００日で、５ｍＳｖの被ばく相
当

• 被ばく労働者のすそ野が急拡大する

• 除染作業の安全対策の徹底が必要では

食品安全委員会の答申内容
（１０月２７日)

• ８月に答申案、多数のパブコメ意見提出のため、
答申案の再検討実施

• 生涯累積ひばく線量の上限を１００ミリシーベル
トとし、厳格に運用する

• 食品からの被ばくを緊急時の５ミリシーベルトか
ら年間１ミリシーベルトとし、食品ごとの規制値を
見直す

• 茶葉や干しシイタケなどは新しい基準値設定を
検討

• 乳幼児の基準を年齢ごとに設定
• 外部被ばくと切り離して、単独設定は問題あり
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食品の暫定規制値

43

危機に瀕する日本の農業

• 葉物野菜（福島、北関東）、茶（神奈川、静岡）などに
続いて

• 稲わら、牛肉（福島、宮城、栃木）の汚染が深刻に

• 秋田県でコメリ、栃木県産の腐葉土から高濃度セシ
ウム検出

• 農林水産省が東北、関東、新潟、長野、静岡１７都県
に植物性堆肥、牛フン堆肥使用自粛要請

• その後、8月1日付けで、肥料、飼料に基準値設定

• 東日本で有機農業ができなくなる危機が到来

• 農業と農地を守ることを考えないといけない
44

Ｔウォッチの放射能測定の開始
• かつて中地がチェルノブイリ事故後、「たべものの放射
能をはかる会」（１９８９～２０００）で使用していた鉛の
遮蔽体を東京（Ｚビル４Ｆ）に移設

• 寿命で壊れていたマルチを新たに購入して、５月２０日
から３ｉｎＮａＩシンチレーションカウンターを稼働させた

• 東京で測定したものを、データ転送して、熊本で中地が
解析し、結果を報告する

• １日３～４検体程度、２、３時間程度で、２ベクレル/ｋｇ
程度まで測定 １０月末で約４００検体

• 食品と環境試料（土壌、水など）を依頼測定を実施

• 長期に測定実施する必要あるー測定体制の強化
45

測定結果から

• 現在は、セシウム１３４、１３７による汚染が問題

• お茶の汚染は広範囲にある

• 降下物による葉物野菜の汚染は確実にある

• 根菜類は比較的低い

• 大豆、米、小麦の汚染も比較的ある

• 土壌汚染は地域によって、偏在する

• かなり広範囲に放射能は飛散して、土壌に沈着

• 長期間、放射能汚染と付き合う時代の到来を認識
すべき

46

Ｔウォッチの測定結果から 放射能汚染と付き合う社会の到来

• セシウム１３４とセシウム１３７の放出割合は１：１

• セシウム１３４の半減期（２年）なので、放射能汚染
は、２年後には半分になるが、

• セシウム１３７の半減期（３０年）から考えると放射能
汚染はなくならない １００年で１／１０に

• 汚染を避けて暮らすことを意識付ける

• 食品の汚染レベルは詳細（頻度、濃度）に測定する

• 食品と土壌汚染の情報公開を進める

• 並行して、土壌の除染作業を進める
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2011 年 10 月 31 日 

 

被ばく労働問題に関する関係省庁交渉の報告と当面の課題 

 

東京労働安全衛生センター 飯田勝泰 

 

１．関連省庁と 4 回にわたる交渉 

 第 1 回 5 月 16 日 厚労省 

 第 2 回 6 月 17 日 厚労省、経産省原子力安全・保安院 

 第 3 回 7 月 26 日 厚労省、経産省原子力安全・保安院、文科省 

 第 4 回 10 月 7 日 厚労省、経産省原子力安全・保安院、文科省 

 

 第 2 回目から、全国安全センター他、原子力資料情報室、ヒバク反対キャンペーンと

共催。第 4 回から＋原水爆禁止日本国民会議、アジア太平洋資料センター（PARC）、福

島原発事故緊急会議被曝労働問題プロジェクトが参加。 

 

２．背景、交渉ポイント、成果と当面の課題 

（１）緊急作業に従事する労働者の被ばく線量上限問題 

 ＜背景＞ 

  ①3/11 東日本大震災発生、福島第一原発被災、原子力緊急事態宣言 

  ②官邸・厚労省・経産省原子力安全・保安院 

   ・電離放射線障害防止規則第 7 条を改正し、放射線被ばく線量の上限引き

   上げ 

  ③03/14 放射線審議会に諮問・答申 

  ④03/14 電離放射線障害防止規則第 7 条を改正 

   ・緊急作業に従事する労働者の被ばく線量上限を 250mSv／5 年に引き上

   げ 

  ⑤03/15「平成 23 年東北地方太平洋沖地震に起因して生じた事態に対応するた

  めの電離放射線障害防止規則の特例に関する省令の施行」（基発 0315 第 7 

  号） 

  ⑥04/28「緊急作業に従事した労働者のその後の緊急作業以外の放射線業 

  務による被ばく線量に係る指導について」（基発 0428 第 1 号） 

   ・年間 50mSv を超えても指導しないこととした 

 ＜交渉ポイント＞ 

  ①被ばく線量 100mSv→250mSv に引き上げた根拠を明らかにすること 
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  ②50mSv／年を超えても指導しないことにした根拠を明らかにすること 

  ③「緊急作業」の判断基準を明らかにすること 

  ④厚労省と経産省原子力安全・保安院との協議資料の開示 

  ⑤緊急作業に従事する労働者の被ばく線量を緩和は許されない。個人の被ばく

  線量の上限を上げて事故対応に当たらせることはできない。 

   ⑥未曾有の原発災害の危機で あれば、全国の原発を停止させ、必要な熟練労

  働者を福島第一原発に動員し、事故収束を最優先に取り組むべきである。 

 ＜交渉の成果＞ 

  ①厚労省に対する情報開示請求手続き→「放射線業務従事者の線量限度につい

  て」（平成 22 年（誤記）4 月 25 日）文書を開示 

  ②07/26 交渉で経産省に根拠明示を追及→07/27「放射線業務従事者の線量限度

  について」文書を開示 

  ③緊急作業に従事する労働者を過剰に見積もり、個人被ばく線量の規制撤廃を

  目論んでいた経産省原子力安全・保安院が厚労省に譲歩を求め、250mSv にな

  った経緯と構図が解明された 

  ④被ばく線量の上限 250mSv の根拠喪失を追及 

   ★緊急作業員の新規入場者数（09/30 東電発表資料） 

    ・3 月~5 月 3,000 人台、6 月～7 月、2,000 人台、8 月 1,000 人台 

    ・外部被ばく＋内部被ばく 100mSv 以上 3 月入場者 137 人 

  ⑤10/24 電離則特例改正による被ばく線量上限引き下げを労働政策審議会が答

  申 

   ・100mSv 引き下げ  改正日以後に新たに緊急作業従事する労働者 

   ・250mSv 据え置き 

    ・以下のトラブル対応に従事する労働者 

     ・原子炉建屋当及びその周辺、高線量な区域、原子炉冷却のため

     の注水設備等にトラブルが生じた応急の措置 

    ・既に緊急作業に従事している労働者（137 人、8 月現在） 

 ＜当面の課題＞ 

  ①緊急作業に従事するすべての労働者に 100mSv を適用 

  ②4/28 通達完全撤廃させ、年間 50mSv、5 年間で 100mSv の電離則を遵守 

  ③工程表第 2 ステージで必要とされる緊急作業従事者数と被ばく線量の試算

  と、日立、東芝から試算の根拠となるデータを公開させる 

 

（２）緊急作業に従事する労働者の被ばく管理と労働条件確保 

 ＜交渉のポイント＞ 

  ①監督官、労働衛生専門官の立ち入り調査と監督（第 2 回） 
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  ②労働者への労働安全衛生教育の拡充（第 2 回） 

  ③個人別の放射線被ばく量の管理徹底とデータベース構築、健康管理 制 度

  の構築（第 2 回） 

  ④熱中症、メンタルヘルス、過労死防止対策、産業医、安全衛生管理者、安全

  健康管理体制の確立と診療所の設置（第 2 回） 

 ＜交渉の成果＞ 

  ①5/16第1回交渉後に初めて福島第一原発に労働基準監督官が立ち入り調査に

  入る 

  ②5 月下旬から、福島第一原発に産業医大、労災病院の医師を派遣、24 時間医

  師の常駐体制を構築 

  ③6/27「東電福島第一原発作業員の長期健康管理に関する検討会」設置 

   ・9/26 報告書発表 

    ・がん健診当の実施 

     ・50mSv～100mSv 細隙灯顕微鏡による白内障検査 

     ・100mSv 以上  甲状腺、胃がん、肺がん、大腸がん検査 

    ・データベースの整備 

     ・全ての緊急作業従事者に登録証、50mSv 以上には手帳交付 

  ④10/11「東電第一原発における緊急作業従事者等の健康保持増進のための指

  針」 

 ＜当面の課題＞ 

  ①個別の労働者の放射線管理がどこまで徹底されているのか 

   ・線量計の不正使用、鳴き殺し 

  ②7 次～8 次に及ぶ重層下請構造の下での労働条件確保 

   ・違法派遣、偽装請負の摘発と根絶 

   ・高線量区域の作業を敬遠→末端労働者の労働条件悪化 

  ③長期管理体制、データベースの運用状況のチェック 

   ・原発内での安全衛生管理体制の確立 

   ・緊急時における特定元方事業者責任の確立と国の関与 

    ・国、東電、協力会社、関係請負人の安全衛生管理体制の確立 

  ④入場前の安全衛生教育の徹底 

   ・放射線防護のための安全衛生トレーニング 

    ・特に放射線防護のための保護具装着トレーニング 

   ・放射線による健康リスクと労災補償に関する情報資料の提供 

    ・白血病、多発性骨髄腫、悪性リンパ腫などの労災認定の情報資料 

 

（３）東電福島第一原発構外における放射線被ばく労働の対策 
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 ＜背景＞ 

  ①福島第一原発事故で放射性物質が大量に放出・拡散し、福島県内のみならず、

  東北・関東地域の下水処理施設、清掃工場で脱水汚泥やゴミ焼却灰から高濃度

  の放射性物質が検出された 

  ②5/12「福島県内の下水処理副じん肺産物の当面の取り扱いに関する考え方」

  （原子力災害本部）→5/27 厚労省が都道府県労働局に通知 

  ③6/23「福島県内の災害廃棄物処理の方針」（環境省） 

  ④国及び自治体による除染事業の本格化 

   ・8/26 除染に関する緊急実施基本方針（原子力災害対策本部） 

   ・8/16 市町村による除染実施ガイドライン（原子力災害対策本部） 

 ＜交渉ポイント＞ 

  ①下水処理場の脱水汚泥、清掃工場の焼却灰、飛灰の放射性物質の測定、空間

  の実効線量の測定すること 

  ②電離則の適用と放射線管理区域の明示、労働者に放射線管理責任者の配置、

  放射線作業従事者の教育を実施すること 

  ③電離則に基づき、労働者の被ばく線量（外ばく、内ばく）の測定と健康診断

  の実施、放射線従事者中央管理登録センターの登録と原発労働者と同等の被ば

  く管理を行うこと 

  ④健康管理手帳の発行と離職後の健康診断制度の構築 

 ＜交渉の成果＞ 

  ①10/07 厚労省が「第二電離則を作る」と回答（第 4 回） 

  ②10/21「除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止に関する専門検討会」

  （厚労省） 

   ・年内 4 回開催で 2012 年 1 月 1 日から施行の方針 

 ＜当面の課題＞ 

  ①厚労省の「第二電離則」がどのような規制を行うのか監視 

   ・現在の電離則からの規制後退を許さない 

  ②除染作業の実態把握と問題提起 

  ③内閣府に「被ばく労働特別対策室」（仮称）の設置を 

 

（４）原子力損害の賠償に関する法律（原賠法）に基づく賠償問題 

 ＜背景＞ 

  ①長尾光明さんの多発性骨髄腫の労災認定→労基則の職業病リストに追加 

  ②長尾さんの東電への損害賠償裁判に文科省が補助参加 

  ③原子力損害賠償紛争審査会→晩発性障害に関する賠償は？ 

 ＜交渉ポイント＞ 
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  ①労災保険法や国、自治体が法的因果関係を認めた事例については、原賠法に

  おいても直ちに因果関係を認めて、東電が賠償するようにすること（第 3 回か

  ら） 

 ＜交渉の成果＞ 

  ①文科省はゼロ回答 

   ・原子力損害賠償紛争審査会での審議による 

   ・裁判で因果関係を判断 

 ＜当面の課題＞ 

  ①紛争審査会での指針作りと ADR での紛争処理の可能性 

  ②国会で質問追及 
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